
備 考

マネジメント学部

マネジメント学科

芸術学部

造形芸術学科

教育学部
教育学科

初等教育専攻

中等教育専攻 -

計

3年次

- - 科目 - 科目 - 科目 - 科目 - 単位

同一設置者内における変更状況
（定員の移行，名称の変更等）

該当無し

教
育
課
程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義 演習 実験・実習 計

610

平成28年4月
第3年次

4 60 240 学士（教育学） 平成30年4月
第1年次

10 2,460

(597) (2,408)

同上

(177) (710)

平成30年4月
第3年次

同上

4 120 5 490 学士（教育学） 平成26年4月
第1年次

同上

平成32年4月
第3年次

3年次
4 190 1 762 学士（芸術）

3年次

平成31年4月
第1年次

3年次
国際観光ビジネス学科 4 60 2 244

平成28年4月
第1年次

同上

平成30年4月
第3年次

学士（経営学） 平成30年4月
第1年次

同上

学士（経営学） 平成15年4月
第1年次

大阪府大阪市東淀川区相
川3丁目10番62号

平成30年4月
第3年次

3年次
スポーツマネジメント学科 4 110 1 442 学士（経営学）

新 設 学 部 等 の 目 的

社会からの人材需要や高校生の進学ニーズの高まりに応え、芸術学部造形芸術学科に
おける開講科目の充実と履修上の区分としてのコースの新設等を行い、時代に即した
芸術教育の体系を整えて、教育内容の一層の充実を図ることを目的として、芸術学部
造形芸術学科の入学定員を増やし、大阪成蹊大学の収容定員を変更する。なお、マネ
ジメント学部及び教育学部の入学定員に変更はない。

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人 年次
人

人 　　年　月
第　年次

3年次
4 70 1 282

大 学 本 部 の 位 置 大阪府大阪市東淀川区相川3丁目10番62号

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ 　　ガッコウホウジン　オオサカセイケイガクエン

設 置 者 学校法人　大阪成蹊学園

大 学 の 目 的

本学は人間の徳を涵養する成蹊の名を体し、幅広く深い教養と総合的な判断力を備え
た豊かな人間性を培うとともに、深く専門の学芸を教授研究し、実践的な専門教育に
重きを置く大学教育を施し、実社会において知的、道徳的及び応用的能力を展開し得
る人材の育成を目的とする。

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ 　　オオサカセイケイダイガク

大 学 の 名 称 大阪成蹊大学 (Osaka Seikei University)
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大学全体での共用分
（大阪成蹊短期大学と
の共用）

大学全体
体育館

面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

2,357.27　㎡ 該当なし 該当なし

図書館
面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

 1,730.14　㎡ 180 席 310,000 冊

（298,963〔38,159〕） （10,204〔8040〕） （7,907〔7,907〕） （6,456） （3,449） （ 34 ）

図
書
・

設
備

計
298,963〔38,159〕 10,204〔8040〕 7,907〔7,907〕 6,456

34

（298,963〔38,159〕） （10,204〔8040〕） （7,907〔7,907〕） （6,456） （3,449） （ 34 ）

3,449 34

情報処理学習施設 語学学習施設

図
書
・
設
備

新設学部等の名称

図書 学術雑誌
視聴覚資料 機械・器具

大学全体
298,963〔38,159〕 10,204〔8040〕 7,907〔7,907〕

標本
〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 種 〔うち外国書〕 点 点 点

6,456 3,449

大阪成蹊短期大学（必
要面積13,000㎡）と共
用( 11,947.81 ㎡) ( 24,276.31 ㎡) ( 4,157.11 ㎡) ( 40,381.23 ㎡)

専 任 教 員 研 究 室

新設学部等の名称 室　　　数

大学全体 83 室

大学全体（大阪成蹊短
期大学と共用を含む）　　19　室 43　室 163　室

13　室 2　室

（補助職員-人） （補助職員-人）

教室等

講義室 演習室 実験実習室

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校

地

等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

11,947.81㎡ 24,276.31㎡ 4,157.11㎡ 40,381.23㎡

133,945.71　㎡ 240,441.51 ㎡

そ の 他 0 ㎡ 233.71 ㎡        15,611.11　㎡   15,844.82 ㎡

83,264.33 ㎡
大阪成蹊短期大学
（必要面積15,200
㎡）、びわこ成蹊
スポーツ大学（必要面
積14,400㎡）と共用

運 動 場 用 地 0 ㎡ 73,520.01 ㎡ 83,657.17　㎡ 157,177.18 ㎡

小 計 5,932.24 ㎡ 100,563.56 ㎡

校 舎 敷 地 5,932.24 ㎡ 27,043.55 ㎡ 50,288.54　㎡

合 計 5,932.24 ㎡ 100,797.27 ㎡         149,556.82　㎡  256,286.33 ㎡

大学全体

(60) (8) (68)

技 術 職 員
0 0 0

(0) (0)

そ の 他 の 職 員
0 0 0

(0) (0) (0)

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職　　　種 専　　任 兼　　任 計

事 務 職 員
60 8 68

(0)

図 書 館 専 門 職 員
1 3 4

(1) (3) (4)

計
61 11 72

(61) (11) (72)

(38) (20) (3) (106) (1) （－）

（－）

合　　　　計
45 38 20 3 106 1 －

(45)

既

設
分

なし

計
－ － － －

（－）

（－） （－） （－） （－）

－ － － －

（－） （－） （－） （－） （－）

－ － －

－ －

－

(45) (38) (20) (3) (106) (1) （－）

－

87

(12) (12) (4) (2) (30) (0) (87)

計
45 38 20 3 106

0 59

(14) (13) (8) (0) (35) (0) (59)
教育学部
　　教育学科

6

(4) (5) (1) (1) (11) (0) (6)
　　国際観光ビジネス学科

4 5 1 1 11

41

(7) (6) (3) (0) (16) (1) (41)

8 2 0 8

(8) (2) (4) (0) (14) (0) (8)

12 12 4 2

兼 任
教 員教授 准教授 講師 助教 計 助手

新

設

分

人 人 人 人 人

　　スポーツマネジメント学科
4 0 14

人 人

マネジメント学部
　　マネジメント学科

7 6 3 0

教

員

組

織

の

概

要

学　部　等　の　名　称
専任教員等

16 1

芸術学部
　　造形芸術学科

30

0

0

14 13 8 0 35

1

（－） （－） （－）
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4

4

4

教育学部

4

4

平成28年度入学定員増
（80人）

平成27年度より学生募集
停止

平成27年度より学生募集
停止

　　競技スポーツ学科 - - -
学士(スポーツ学)

-
平成15年度 同上

平成27年度 同上

　　生涯スポーツ学科 - - - 学士(スポーツ学) - 平成15年度

　　スポーツ学科 4 360 - 1,360 学士(スポーツ学)

同上

スポーツ学部 1.11

人
スポーツ学研究科 0.65

1.11

滋賀県大津市北比良
1204番地    スポーツ学専攻 2 10 - 20 修士(スポーツ学)

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

　年 　　人 年次 　　人 倍

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

0.65 平成24年度

平成30年度 同上 平成30年度入学定員増
（60人）

大 学 の 名 称 びわこ成蹊スポーツ大学

1.05 平成26年度 同上 平成27年度入学定員増
（20人）

5

　　　中等教育専攻 60 - 60  学士(教育学)

1.04

　　教育学科 1.04

　　　初等教育専攻 120 3年次 480  学士(教育学)

1.00

　　環境デザイン学科 - - -  学士(芸術) - 平成18年度 同上 平成27年度より学生募集
停止

平成18年度 同上 平成27年度入学定員増
（147人）

1

    情報デザイン学科 - - -  学士(芸術) -

　　造形芸術学科 177 3年次 708  学士(芸術) 1.06

平成18年度 同上 平成27年度より学生募集
停止

平成30年度 同上

2

芸術学部 1.06

平成28年度 同上 平成30年度入学定員増
（20人）

1

　　国際観光ビジネス学科 60 3年次 60 学士(経営学) 1.01

1.07 平成15年度 同上 平成27年度入学定員減
（△20人）
平成27年度より3年次編
入学生募集停止（△40
人）
平成28年度入学定員減
（△90人）
平成30年度入学定員減
（△20人）

　　スポーツマネジメント学科 110 3年次 290 学士(経営学) 1.17

　　マネジメント学科 4 70 3年次
1

430 学士(経営学)

1.40 平成30年度

マネジメント学部  1.09

人

教育学研究科 1.40

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

　年 　　人 年次 　　人 倍

―

学生納付金以外の維持方法の概要 手数料収入、私立大学等経常費補助金収入等をもって充当する。

既
設
大
学
等
の
状
況

大 学 の 名 称 大阪成蹊大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

教育学科 1,410 1,160 1,160 1,160 ―

経 費
の 見
積 り
及 び
維 持
方 法
の 概
要

大阪府大阪市東淀川区
相川3丁目10番62号　　教育学専攻 2 5 - 5 修士(教育学)

―

教育学部

造形芸術学科 1,569 1,369 1,369 1,369 ―

―

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 1,222 972 972 972 ―

―

芸術学部

国際観光ビジネス学科 1,410 1,160 1,160 1,160 ―

―　千円

学生
１人
当り
納付
金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次

経費
の見
積り

第５年次 第６年次

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 千円 千円 千円 千円 千円 千円

―

スポーツマネジメント学科 1,222 972 972 972 ―

大学全体
図書購入費には電子
ジャーナルの整備費を
含む（運用コストを含
む）

共 同 研 究 費 等 3,000千円 3,000千円 3,000千円 3,000千円 ―　千円

設 備 購 入 費 17,500千円 5,500千円 5,500千円

―　千円

図 書 購 入 費 4,400千円 4,400千円 4,400千円 4,400千円 4,400千円 ―　千円 ―　千円

5,500千円 5,500千円 ―　千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等 360千円 360千円 360千円 360千円

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

―　千円 ―　千円
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年

平成28年度より学生募集
停止

３　私立の大学又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「教室等」，「専任教員研究

　室」，「図書・設備」，「図書館」及び「体育館」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

４　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室等」，「専任教員研究室」，

　「図書・設備」，「図書館」，「体育館」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

５　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

６　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

附属施設の概要 該当なし

（注）

１　共同学科等の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「教員組

　織の概要」の「新設分」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

２　「教員組織の概要」の「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

平成28年度入学定員減
（△10人）

平成15年度 同上
平成28年度入学定員減
（△20人）(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰ

　ｼｮﾝ）

経営会計学科 2 50 ‐ 100
短期大学士
(経営会計)

1.13 昭和42年度 同上

グローバルコミュニケーション学科 2 30 ‐ 60
短期大学士

1.03

1.14 平成15年度 同上

0.99 昭和31年度 同上
平成28年度入学定員増
（60人）

観光学科 2 90 ‐ 180 短期大学士
(観光)

幼児教育学科 2 300 ‐ 600
短期大学士
(幼児教育）

240
短期大学士
(調理・製菓)

1.08 平成28年度 同上

短期大学士
(生活ﾃﾞｻﾞｲﾝ）

1.12

栄養学科 2 120 ‐ 240
短期大学士
(栄養）

0.88 平成28年度 同上

短期大学士
(生活デザイン)

(食物)(栄養)

平成28年度

既
設
大
学
等
の
状
況

大 学 の 名 称 大阪成蹊短期大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

人
年次

人
人

倍

-

同上

調理・製菓学科 2 120 ‐

昭和26年度
大阪府大阪市東淀川区
相川3丁目10番62号

生活デザイン学科 2 50 ‐ 100

総合生活学科 2 - - -
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平成30年度
入学
定員

収容
定員

平成31年度
入学
定員

収容
定員

変更の事由

大阪成蹊大学 大阪成蹊大学

マネジメント学部 3年次 マネジメント学部 3年次

マネジメント学科 70 1 282 マネジメント学科 70 1 282

3年次 3年次

スポーツマネジメント学科 110 1 442 スポーツマネジメント学科 110 1 442

3年次 3年次

国際観光ビジネス学科 60 2 244 国際観光ビジネス学科 60 2 244

芸術学部 3年次 芸術学部 3年次

造形芸術学科 177 1 710 造形芸術学科 190 1 762 定員変更(13)

教育学部 教育学部

教育学科 3年次 教育学科 3年次

初等教育専攻 120 5 490                 初等教育専攻 120 5 490

中等教育専攻 60 - 240 　　　　　　  中等教育専攻 60 - 240

3年次 3年次

計 597 10 2,408 計 610 10 2,460

大阪成蹊大学大学院 大阪成蹊大学大学院

教育学研究科 教育学研究科

教育学専攻（M） 5 - 10 教育学専攻（M） 5 - 10

5 - 10 5 - 10

びわこ成蹊スポーツ大学 びわこ成蹊スポーツ大学

スポーツ学部 スポーツ学部

スポーツ学科 360 - 1,440 スポーツ学科 360 - 1,440

計 360 - 1,440 計 360 - 1,440

びわこ成蹊スポーツ大学大学院 びわこ成蹊スポーツ大学大学院

スポーツ学研究科（M） 10 - 20 スポーツ学研究科（M） 10 - 20

計 10 - 20 計 10 - 20

大阪成蹊短期大学 大阪成蹊短期大学

生活デザイン学科 50 - 100 生活デザイン学科 50 - 100

調理・製菓学科 120 - 240 調理・製菓学科 120 - 240

栄養学科 120 - 240 栄養学科 120 - 240

幼児教育学科 300 - 600 幼児教育学科 300 - 600

観光学科 90 - 180 観光学科 90 - 180

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 30 - 60 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科 30 - 60

経営会計学科 50 - 100 経営会計学科 50 - 100

計 760 - 1520 計 760 - 1520

編入学
定員

編入学
定員

学校法人大阪成蹊学園　設置認可等に関わる組織の移行表



①　都道府県内における位置関係の図面

①-1 大阪府

大阪成蹊大学
大阪市東淀川区相川３-１０-６２

茨木校地
大阪府茨木市彩都あさぎ

1



① -2 滋賀県

セミナーハウス
滋賀県大津市和邇北浜天川519

2
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② 最寄り駅からの距離や交通機関がわかる図面 

■阪急相川駅より東へ 200m。

阪急京都線(地下鉄堺筋線乗り入れ) 大阪｢梅田駅｣から｢相川駅｣下車、京都｢河原町駅｣から特急、 

急行で｢高槻駅｣で普通に乗換え、｢相川駅｣下車 

■地下鉄今里筋線井高野駅からスクールバス 5分。

JR 学研都市線｢鴫野駅｣で地下鉄今里筋線｢鴫野駅｣と連絡、京阪本線｢関目駅｣で地下鉄今里筋線 

｢関目成育駅｣と連絡、｢井高野駅｣下車 

■JR京都線吹田駅下車、スクールバスで阪急相川駅前下車(10 分)、東へ 250m。 

JR 京都線｢大阪駅｣から普通で｢吹田駅｣下車、｢京都駅｣から快速で｢茨木駅｣で普通に乗り換え｢吹田

駅｣下車 



大阪成蹊学園 びわこセミナーハウス

（滋賀県大津市和邇北浜） 

本 館 

図書館

北 館 

中

央

館
西

館

第１ 

体育館 

第２ 

体育館 
守
衛
所

北門

正門 高校正門 高校通用門

高校デザイン棟 

蹊友

会館

至阪急

  相川駅

資生堂

第３グランド 

こみち幼稚園 

第２グランド
【6,062.01 ㎡】

高校

食堂

東門

東館

南館 

（芸術学部専用）

公園

神崎川

クラブ棟

高 校 

（芸術学部専用） 

第３体育館

メインキャンパス 
【敷地面積 16,320.55 ㎡】

校舎 鉄筋 地下 1階付 6 階建 10,453.49 ㎡

校舎･図書館 鉄筋 地下 1 階付 7 階建 8,556.35 ㎡ 

校舎 鉄筋 4 階建 4,371.43 ㎡ 

校舎 鉄骨鉄筋 3 階建 5,304.03 ㎡ 
【敷地面積 3,181.87 ㎡】 

校舎 鉄筋 地下 1階付 4 階建 2,532.91 ㎡
【敷地面積 1,375.79 ㎡】

【敷地面積 201.52 ㎡】

体育館 鉄筋  2 階建 3,359.77 ㎡ 

クラブ棟 鉄骨 平家建 195.43 ㎡ 

クラブ棟 鉄骨 平家建 180.38 ㎡ 

電気室

便所 鉄骨 平家建 9.90 ㎡ 

電算室 鉄骨 平家建 56.42 ㎡ 

部室 ブロック造 平家建 30.57 ㎡

倉庫 鉄骨 平家建 46.20 ㎡ 

美術ア

トリエ棟

(芸術学

部専用)

阪急京都線 相川駅

約 200ｍ 徒歩 4 分 

サンパティオ テ
ラ
ス

校舎 鉄骨 2 階建 1,094.37 ㎡

【敷地面積 1,374.58 ㎡】

4

③ 校舎、運動場等の配置図

クラブ棟

校地校舎 

 9,460.00 ㎡ 

茨木運動場（大阪府茨木市）

運動場敷地 
【67,458.00 ㎡】 

芸術学部の専用 

芸術学部と他の大学等との共用 

        他の大学等の専用 

グローバル館

校舎 鉄筋 5 階建 4,600.55 ㎡ 

東駐輪場
【233.71 ㎡】 

駐車場 
【360.81 ㎡】 

校舎 鉄筋 4階建
2,523.09.㎡

【敷地面積 1,263.00㎡】

（単位：㎡）

芸術学部の専用
芸術学部と

他の大学等との共用
他の大学等の専用 計

南館　敷地 3,181.87 3,181.87
東館　敷地 1,375.79 1,375.79
美術アトリエ棟　敷地 1,374.58 1,374.58
メインキャンパス 16,320.55 16,320.55
グローバル館　敷地 1,263.00 1,263.00
びわこセミナーハウス敷地（滋賀県大津市） 9,460.00 9,460.00
びわこ成蹊スポーツ大学 50,288.54 50,288.54

小計 5,932.24 27,043.55 50,288.54 83,264.33
第２グラウンド 6,062.01 6,062.01
茨木運動場（大阪府茨木市） 67,458.00 67,458.00
びわこ成蹊スポーツ大学 83,657.17 83,657.17

小計 73,520.01 83,657.17 157,177.18
5,932.24 100,563.56 133,945.71 240,441.51

東駐輪場 233.71 233.71
びわこ成蹊スポーツ大学 15,611.11 15,611.11

5,932.24 100,797.27 149,556.82 256,286.33

校舎
校地

運動場
敷地

計

合計

その他
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大阪成蹊大学学則（案） 

平成15年4月1日制定 

第1章 総則 

第1節 目的及び自己点検・評価 

(目的) 

第1条 本学は人間の徳を涵養する成蹊の名を体し、幅広く深い教養と総合的な判断力を備えた豊か

な人間性を培うとともに、深く専門の学芸を教授研究し、実践的な専門教育に重きを置く大学教

育を施し、実社会において知的、道徳的及び応用的能力を展開し得る人材の育成を目的とする。 

(自己点検・評価) 

第2条 本学は、その教育水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成するため、本学にお

ける教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行うものとする。 

2 前項の点検及び評価の実施に関する規程は、別に定める。 

第2節 組織 

(学部、学科及び収容定員) 

第3条 本学に、次の学部、学科を置く。 

マネジメント学部 

マネジメント学科 

スポーツマネジメント学科 

国際観光ビジネス学科 

芸術学部 

造形芸術学科 

教育学部 

教育学科 

2 前項の学部、学科における教育研究目的は次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) マネジメント学部 

現代の社会・経済・経営・情報環境におけるビジネスとマネジメントを 

学び、グローバル化・情報化の進展する現代産業社会において、複雑化・多様化する経

営上の諸問題を解決しうる能力を持った人材を育成する。 

①マネジメント学科 

現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「ビジネスとマネジメント、及

び情報処理に関する基礎的能力とスキル」及び「コミュニケーションに関する基礎的能

力とスキル」を備え、現代の多様な経営課題の解決に貢献できる人材を育成する。 

②スポーツマネジメント学科 

現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「スポーツ産業に係るビジネス

とマネジメントに関する基礎的能力とスキル」及び「コミュニケーションに関する基礎

的能力とスキル」を備え、スポーツ産業における現代の多様な経営課題の解決に貢献で

きる人材を育成する。 

③国際観光ビジネス学科 

現代の社会・経済・経営・情報環境の下で求められる「グローバル化が進む産業及び

観光関連産業に係るビジネスとマネジメントに関する基礎的能力とスキル」及び「国際

コミュニケーションに関する基礎的能力とスキル」を備え、グローバル化が進む産業及

び観光関連産業における現代の多様な経営課題の解決に貢献できる人材を育成する。 

(2) 芸術学部 造形芸術学科 

芸術的教養や芸術的表現能力を育成するとともに、専門領域を超えた幅広い視野と知識

を持ち、社会の要請を敏感に感じ取り社会との関わりにおいてその芸術的感性や表現能力
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を生かし、伝統的な造形表現と未来を開く革新的な造形思考との往還の中に現代人の置か

れたさまざまな局面を捉え、未来的な展望のもとに個性豊かな表現の可能性を追求できる

とともに、心豊かな社会の実現に寄与することのできる人材の育成をする。 

 (3) 教育学部 教育学科 

時代が求める新しい教育への対応と普遍的な教育の営みとを総合的・専門的に学修し、

未来を切り拓く子どもの「生きる力」を育むことのできる幅広い教養をもった専門職業人

を育成する。 

3 前項の各学部に置く学科、入学定員、編入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。 

(大学院) 

第3条の2 本学に、大学院を置く。 

2 大学院に関する学則は、別に定める。 

(図書館) 

第4条 本学に、図書館を置く。 

2 図書館に関し必要な事項は、別に定める。 

(保健センター) 

第5条 本学に、保健センターを置く。 

2 保健センターに関し必要な事項は、別に定める。 

(事務) 

第6条 本学に事務組織を置く。 

2 事務組織に関し必要な事項は、別に定める。 

第3節 教職員組織 

(教職員) 

第7条 本学に学長、教授、准教授、助教、助手及び事務職員を置く。ただし、教育研究上の組織編

制として適切と認められる場合は、准教授、助教又は助手を置かないことができる。 

2 本学に、前項のほか、副学長、学部長、講師、技術職員その他必要な職員を置くことができる。 

(職務) 

第8条 学長は、本学を代表し校務を掌り、所属教職員を統括する。教授は、専攻分野について、教

育上、研究上又は実務上の特に優れた知識、能力及び実績を有する者であって、学生を教授し、

その研究を指導し、又は研究に従事する。准教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実

務上の優れた知識、能力及び実績を有する者であって、学生を教授し、その研究を指導し、又は

学部 学科 入学定員 
第3年次 

編入学定員 
収容定員

マネジメント学部 

マネジメント学科 70 1 282 

スポーツマネジメント学科 110 1 442 

国際観光ビジネス学科 60 2 244 

 計 240 4 968 

芸術学部 造形芸術学科 190 1 762 

教育学部 
教育学科 

初等教育専攻 120 5 490 

中等教育専攻 60 0 240 

 計 180 5 730 

合計 610 10 2460 
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研究に従事する。助教は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の知識及び能力を有す

る者であって、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。助手は、その所属する

組織における教育研究の円滑な実施に必要な業務に従事する。講師は教授又は准教授に準ずる職

務に従事する。 

2 その他の事務職員の職務については、別に定める。 

第4節 評議会及び教授会 

(評議会) 

第9条 本学に、本学の教育研究に関する重要事項を審議するため評議会を置く。 

2 評議会に関し必要な事項は、別に定める。 

(教授会) 

第10条 学部に、学部の教育研究に関する重要事項を審議するため教授会を置く。 

2 教授会に関し必要な事項は、別に定める。 

第2章 学部通則 

第1節 学年、学期及び休業日 

(学年) 

第11条 学年は、4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。 

(学期) 

第12条 学年を、次の2学期に分ける。 

前学期 4月1日から9月30日まで 

後学期 10月1日から翌年3月31日まで 

(休業日) 

第13条 休業日は、次のとおりとする。 

(1) 日曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日 

(3) 本学園の創立記念日(4月20日) 

(4) 春期休業日(3月1日から3月31日まで) 

(5) 夏期休業日(7月21日から8月31日まで) 

(6) 冬期休業日(12月24日から翌年1月6日まで) 

2 必要がある場合は、学長は、前項の休業日を臨時に変更することができる。 

3 第1項に定めるもののほか、学長は、臨時の休業日を定めることができる。 

第2節 修業年限及び在学期間 

(修業年限) 

第14条 本学の修業年限は、4年とする。 

2 在学期間は、8年を超えることはできない。ただし、第20条第1項、第21条第1項及び第22条第1

項の規定により入学を許可された者は、それぞれの在学すべき年数の2倍に相当する年数を超え

て在学することはできない。 

第3節 入学、編入学、再入学、休学、復学、転学、退学、除籍及び復籍等 

(入学時期) 

第15条 入学時期は学年の始めから30日以内とする。ただし、転入学及び再入学については、学期
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の始めとすることができる。 

(入学資格) 

第16条 学部に入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者(通常の課程以外の課程によりこれに相当

する学校教育を修了した者を含む。) 

(3) 外国において学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大

臣の指定したもの 

(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の

当該課程を修了した者 

(5) 専修学校の高等課程(修業年限が3年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定したものを文部科学大臣が定める日以後に修

了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者(旧規程に

よる大学入学資格検定(以下「旧検定」という。)に合格した者を含む。) 

(8) 学校教育法第90条第2項の規定により大学に入学した者であって、本学において、大学にお

ける教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの 

(9) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があ

ると認めた者で、18歳に達したもの 

(入学の出願) 

第17条 本学に入学を志願する者は、入学志願票に別に定める書類及び第54条に定める検定料を添

えて願い出なければならない。 

(入学者の選考) 

第18条 前条の入学志願者については、別に定めるところにより、選考を行う。 

(入学手続及び入学許可) 

第19条 前条の選考の結果に基づき合格の通知を受け、入学しようとするものは、所定の期日まで

に、所定の書類を提出するとともに、所定の入学手続料を納付しなければならない。 

2 学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。 

(編入学) 

第20条 次の各号の一に該当する者で、本学へ編入学を志願する者があるときは、選考の上、学長

は相当の年次に入学を許可することがある。 

(1) 高等専門学校又は短期大学(外国の短期大学を含む。)を卒業した者 

(2) 大学(外国の大学を含む。)を卒業した者又は学校教育法第104条第4項の規定により学士の

学位を授与された者 

(3) 他の大学(外国の大学を含む。)に2年以上在学し、所定の単位を修得した者 

(4) その他法令により大学の途中年次に入学できるものと認められている者 

2 前項の規定により、編入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱いについて

は、当該学部の教授会の審議を経て、学部長が決定する。 

(再入学) 

第21条 やむを得ない事由により本学を退学した者で、同一学科に再入学を志願する者があるとき

は、選考の上、学長は相当年次に再入学を許可することがある。 

2 前項の規定により、再入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱いについて
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は、当該学部の教授会の審議を経て、学部長が決定する。 

(転入学) 

第22条 他の大学(外国の大学を含む。)に在学している者で、本学への転入学を志願する者がある

ときは、選考の上、学長は相当年次に入学を許可することがある。 

2 前項の規定により、転入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱いについて

は、当該学部の教授会の審議を経て、学部長が決定する。 

(転学部及び転学科) 

第23条 他の学部に転学部を志願する者は、転学部先の学部教授会の審議を経て、学長が許可する

ことがある。      

2 他の学科に転学科を志願する者は、学部教授会の審議を経て、学長が許可することがある。 

3 第1項及び第2項の規定により、転学部又は転学科を許可された者の既に履修した授業科目及び単

位数の取扱いについては、新たに所属することとなる学部の教授会の審議を経て、学長が決定す

る。 

(準用) 

第24条 第17条、第18条及び第19条の規定は、第20条、第21条及び第22条の規定により入学するも

のに準用する。 

(休学) 

第25条 学生は、疾病その他正当な事由により2月以上修学することができないときは、学長の許可

を得て休学することができる。 

2 疾病のため就学することが適当でないと認められる者については、学長が休学を命ずることがで

きる。 

(休学期間) 

第26条 休学期間は、1年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、1年を限度として休学期

間の延長を認めることができるが、通算3年を超えることはできない。 

2 休学期間は、第14条に定める在学期間に算入しない。 

(復学) 

第27条 休学期間中に、その事由が消滅したときは、学長の許可を得て復学することができる。 

(転学) 

第28条 他の大学に、入学又は転入学を志願しようとする者は、学長の許可を受けなければならな

い。 

(留学) 

第29条 外国の大学又は短期大学で修学することを志願する者は、学長の許可を得て留学すること

ができる。 

2 前項により留学した期間は、第14条の定める修業年限に含めることができる。 

3 第1項による留学期間中に履修した授業科目について修得した単位の取扱いは、第39条第2項の規

定を準用する。 

(退学) 

第30条 退学をしようとする者は、学長の許可を得なければならない。 

(除籍) 
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第31条 次の各号の一に該当する者は、当該学部の教授会の審議を経て、学長が除籍する。 

(1) 授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

(2) 第14条第2項に定める在学年限を越えた者 

(3) 第26条に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

(4) 長期間にわたり行方不明で修学できない者 

(復籍) 

第32条 前条(1)により除籍となった者が復籍を希望する場合は、学長の許可を得て復籍することが

できる。 

第4節 教育課程及び履修方法等 

(教育課程の編成方針) 

第33条 本学は、学部及び学科の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し、体系的

に教育課程を編成するものとする。 

2 教育課程の編成に当たっては、学部の学科に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広く深い教

養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮するものとする。 

(教育課程の編成方法等) 

第34条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次に配当

して編成するものとする。 

2 授業科目及びその単位数並びに履修方法については、別に定める。 

(授業の方法等) 

第35条 授業は、講義、演習、実験、実習、若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用によ

り行うものとする。 

(単位) 

第36条 授業科目の単位の計算方法は、1単位の授業科目を45時間の学修を必要とする内容をもって

構成することを標準とし、次の基準によるものとする。 

(1) 講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲で別に定める時間の授業をもって1

単位とする。 

(2) 実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲で別に定める時間の授業を

もって1単位とする。 

2 前項の規程にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目についてはこれらの学修

の成果を評価して単位を与えることができる。 

(単位の授与) 

第37条 授業科目を履修し、その試験に合格した者には、担当教員が所定の単位を与える。 

(他の学部の授業科目の履修等) 

第38条 教育上有益と認められるときは、学生は、他の学部の授業科目を履修し、その単位を修得

することができる。 

2 他の学部の授業科目の履修に関し必要な事項は、別に定める。 

(他の大学又は短期大学における授業科目の履修等) 

第39条 教育上有益と認めるときは、学生が他の大学又は短期大学において、履修した授業科目に

ついて修得した単位は60単位を超えない範囲で本学における授業科目の履修により修得したも

のとみなすことができる。但し、保育士に関する授業科目については30単位以内とする。 
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2 前項の規定は、外国の大学又は短期大学に留学し修得した場合に準用する。 

3 他の大学又は短期大学における授業科目の履修に関し必要な事項は、別に定める。 

(大学以外の教育施設等における学修) 

第40条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修

その他文部科学大臣が別に定める学修を、当該学部の教授会の審議を経て、当該学部長が本学に

おける授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

2 前項の規定により与えることができる単位数は、前条第1項により本学において修得したものと

みなす単位数と合わせて60単位を超えないものとする。但し、保育士に関する授業科目について

は30単位以内とする。 

3 大学以外の教育施設等における学修に関し必要な事項は、別に定める。 

(入学前の既修得単位等の認定) 

第41条 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学又は短期大学(外国の大学又は

短期大学を含む。)において履修した授業科目について修得した単位を、入学後の本学における

授業科目の履修とみなし単位を与えることができる。 

2 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条第1項に規定する学修を、学

部教授会の審議を経て、当該学部長が本学における授業科目の履修とみなし単位を与えることが

できる。 

3 前2項により修得したものとみなし、又は与えることができる単位数は、編入学及び転入学の場

合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、合わせて60単位を超えないものと

する。但し、保育士に関する授業科目については30単位以内とする。 

4 既修得単位等の認定に関し必要な事項は、別に定める。 

(成績の評価) 

第42条 成績評価は、秀・優・良・可及び不可をもって表し、可以上を合格とする。 

(教育職員免許状) 

第43条 教育職員免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法(昭和24年法律第

147号)及び教育職員免許法施行規則(昭和29年文部省令第26号)に定める所定の単位を修得しな

ければならない。 

2 本学において当該所要資格を取得できる教育職員免許状の種類及び教科は、別表のとおりとする。 

(司書教諭資格) 

第43条の2 司書教諭の資格を取得しようとする者は、小学校教諭、中学校教諭もしくは高等学校教

諭のいずれかの免許状授与に必要な所定の単位の修得のほか、学校図書館法(昭和28年法律第185

号)及び学校図書館司書教諭講習規程(昭和29年文部省令第21号)に定める所定の単位を修得しな

ければならない。 

(保育士資格) 

第43条の3 教育学部の学生で保育士資格を取得しようとする者は、児童福祉法(昭和22年法律第164

号)及び児童福祉法施行規則(昭和23年厚生省令第11号)に定める所定の単位を修得しなければな

らない。 

(博物館学芸員資格) 

第44条 芸術学部の学生で博物館法(昭和26年法律第285号)同法施行規則(昭和30年文部省令第24

号)に規定する博物館に関する科目及び別に定める科目の単位を取得した者には、学芸員の資格

証明書を授与する。 
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第5節 卒業及び学位 

(卒業) 

第45条 本学に第14条の規定による修業年限以上在学し、次に掲げる単位数を修得した者について

は、当該学部の教授会の審議を経て、学長が卒業を認定する。 

マネジメント学部 

芸術学部 

教育学部 

(学位) 

第46条 卒業した者には、学士の学位を授与する。 

2 学位の授与等に関し必要な事項は、別に定める。 

3

第6節 賞罰 

(表彰) 

第47条 優秀な学業成績を修め又は模範となる行為のあった学生に対しては、当該学部の教授会の

審議を経て学長が表彰することができる。 

(懲戒) 

第48条 学生が、本学の諸規則及び諸指示を守らないときは、別に定めるところにより、学長が懲

戒する。 

2 懲戒の種類は、訓告、停学及び退学とする。 

3 前項の懲戒のうち、退学については、次の各号に該当する者に対して行うことができる。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 正当な理由なくして出席が常でない者 

科目区分 卒業必要単位数 

大学共通科目 38単位以上 124単位以上 

専門科目 学部共通専門科目 20単位以上 

学科別専門科目 48単位以上 

自由枠 大学共通科目若しく

は専門科目 

18単位以上 

科目区分 卒業必要単位数 

大学共通科目 36単位以上 124単位以上 

専門科目 学部専門科目 34単位以上 

学科専門科目 44単位以上 

自由枠 大学共通科目若しく

は専門科目 

10単位以上 

科目区分 卒業必要単位数 

大学共通科目 22単位以上 124単位以上 

専門科目 専門基礎科目 48単位以上 

専門選択科目 10単位以上 

実践研究科目 22単位以上 

教職キャリア科目 4単位以上 

自由枠 大学共通科目若しくは

専門科目 

18単位以上 
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(3) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に著しく反した者 

第7節 研究生、聴講生、科目等履修生、単位互換履修生及び外国人留学生 

(研究生) 

第49条 本学において、特別の専門事項について研究することを志願する者があるときは、本学の

教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、研究生として入学を許可することができる。 

2 研究生に関し必要な事項は、別に定める。 

(聴講生) 

第50条 本学において、特定の授業科目を聴講することを志願する者があるときは、本学の教育研

究に支障のない場合に限り、選考の上、聴講生として入学を許可することができる。 

2 聴講生に関し必要な事項は、別に定める。 

(科目等履修生) 

第51条 本学の学生以外の者で、一又は複数の授業科目について履修することを志願する者につい

て、本学の教育研究に支障のない場合に限り、選考の上、科目等履修生として入学を許可し、単

位を与えることができる。 

2 科目等履修生に関し必要な事項は、別に定める。 

(単位互換履修生) 

第52条 他の大学又は短期大学(外国の大学又は短期大学を含む。以下この項において「他の大学等」

という。)の学生で、本学において授業科目を履修することを志願する者があるときは、当該他

の大学等との協議に基づき、単位互換履修生として、入学を許可することができる。 

2 単位互換履修生に関し必要な事項は、別に定める。 

(外国人留学生) 

第53条 外国人で、本学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願する者があ

るときは、選考の上、外国人留学生として入学を許可することができる。 

2 外国人留学生に関し必要な事項は、別に定める。 

3

第8節 入学検定料、入学金及び授業料等 

(入学検定料) 

第54条 本学への入学志願者は、別に定める入学検定料を納めなければならない。 

(入学金、授業料及び教育充実費) 

第55条 入学金及び授業料並びに教育充実費(以下、「授業料等」という。)の額は次のとおりとする。 

2 外国人留学生、科目等履修生及び研究生の入学検定料、入学金及び授業料等については、別に定

める。 

 年額 

種別 

マネジメント学部 

芸術学部 教育学部 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 

ｽﾎﾟｰﾂﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学科 

国際観光 

ビジネス学科 

入学金 250,000円 250,000円 200,000円 250,000円 

授業料 775,000円 963,000円 1,172,000円 850,000円 

教育充実費 197,000円 197,000円 197,000円 310,000円 
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(授業料等の納期) 

第56条 入学金の納期は、入学時とし、授業料等の納期は、各年度に係わる授業料等については前

期及び後期の2期に区分して行うものとし、それぞれの期において納入する額は年額の2分の1に

相当する額とする。 

2 授業料等の納期は、前期分にあたっては4月30日まで、後期分にあたっては10月2日までに納入し

なければならない。 

3 本学において特別の事情があると認められた者は、前項の規定にかかわらず分納又は延納を認め

るものとする。 

4 前項の分納又は延納の期限等については、別に定める。 

(その他の納付金) 

第57条 実験実習費その他必要な費用は別に徴収する。 

(復学等の場合の授業料等) 

第58条 学年の中途において復学した者の授業料等の額は、授業料等の年額の12分の1に相当する額

に復学の日の属する月から当該学期末までの月数を乗じた額とし、これを復学した日の属する月

に納入しなければならない。 

(休学の場合の授業料等) 

第59条 休学期間中の授業料等は免除する。 

2 前期又は後期の中途で休学した者は、休学許可された月の翌月から復学した月の前月までの授業

料等を免除する。 

3 休学者は、休学期間中の在籍料を納付しなければならない。 

在籍料 年額 30,000円 

(退学等の場合の授業料等) 

第60条 退学、転学する者は、その当該期までの授業料等は全額を納入しなければならない。 

(授業料等の免除) 

第61条 経済的理由により授業料等の納入が困難と認められる者、休学中の者、その他特別の理由

があると認められる者に対しては、授業料等の全額若しくは一部を免除し、又は授業料等を分納

して納入させることができる。 

2 授業料等の減免等に関し必要な事項は別に定める。 

3

第9節 公開講座 

(公開講座) 

第62条 地域社会の教育と文化・芸術の向上に資するため、必要に応じて公開講座を開設する。 

附 則 

1 この学則は、平成15年4月1日から施行する。 

2 ただし、平成15年度、16年度においては、芸術学部は第3条第2項の第3年次編入学定員にかかわ

らず、3年次に220名の入学生を受け入れることができる。 

附 則(平成17年4月1日) 

1 この学則は、平成17年4月1日から施行し、平成17年度入学生から適用する。 

2 平成15年度、16年度入学生については、従前の例による。 

附 則(平成18年4月1日) 
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改正 平成24年3月23日 

1 この学則は、平成18年4月1日から施行し、平成18年度入学生から適用する。 

2 平成15年度、16年度、17年度入学生については、従前の例による。 

(学科の存続に関する経過措置) 

大阪成蹊大学 芸術学部美術・工芸学科、デザイン学科は改正後の第3条の規定にかかわらず、

当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

(教職課程の存続に関する経過措置) 

大阪成蹊大学 芸術学部美術・工芸学科、デザイン学科は改正後の第43条の規定にかかわらず、

当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するものとする。 

附 則(平成18年11月16日) 

この学則は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成20年1月24日) 

この学則は、平成20年4月1日から施行する。 

附 則(平成21年4月1日) 

この学則は、平成21年4月1日から施行する。 

附 則(平成21年11月17日) 

この学則は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成21年12月15日) 

この学則は、平成23年4月1日から施行する。 

改正後の学則第3条の規定は、平成23年度の入学生及び編入学生から適用する。 

附 則(平成22年7月20日) 

この学則は、平成22年9月1日から施行する。 

附 則(平成22年9月21日) 

この学則は、平成23年4月1日から施行し、平成23年度入学生から適用する。 

附 則(平成24年2月23日) 

この学則は、平成24年4月1日から施行する。ただし、第45条については、平成24年度の入学生及

び平成26年度の編入学生から適用する。 

附 則(平成24年3月23日) 

この学則は、平成24年4月1日から施行する。 

平成18年4月1日附則の2(学科の存続に関する経過措置)(教職課程に関する経過措置)については、

平成24年3月22日現在、当該学科に在学する者がいなくなるため、平成24年3月31日をもって解除す

る。 

附 則(平成24年3月23日) 

この学則は、平成24年4月1日から施行する。ただし、第59条第3項については、平成24年度の入

学生及び編入学生から適用する。 

附 則(平成25年3月26日) 

この学則は、平成26年4月1日から施行する。 
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附 則(平成25年3月26日) 

1 この学則は、平成26年4月1日から施行する。 

2 第3条に規定する芸術学部情報デザイン学科、環境デザイン学科及び美術学科の学生定員は、同

条に係わらず、平成26年度から平成28年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

附 則(平成26年2月20日) 

この学則は、平成27年4月1日から施行し、平成27年度入学生から適用する。 

附 則(平成26年3月27 日) 

1 この学則は、平成27年4月1日から施行し、平成27年度入学生から適用する。 

2 平成 26 年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

(学科の存続に関する経過措置) 

大阪成蹊大学芸術学部情報デザイン学科、環境デザイン学科及び美術学科は改

正後の第 3 条の規定にかかわらず、当該学科に在学する者が当該学科に在学しな

くなるまでの間、存続するものとする。 

(教職課程の存続に関する経過措置) 

大阪成蹊大学芸術学部情報デザイン学科、環境デザイン学科及び美術学科は改

正後の第 43 条の規定にかかわらず、当該学科に在学する者が当該学科に在学し

なくなるまでの間、存続するものとする。 

3 第 3 条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成

27 年度から平成 29 年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

附 則(平成26年11月20 日) 

この学則は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則(平成27年2月19 日) 

この学則は、平成27年4月1日から施行する。ただし、第45条については、平成27年度入学生

から適用する。 

年度 

芸術学部 

合計 

情報デザイン学科 環境デザイン学科 美術学科 

入学 

定員 

第3年次

編入学 

定員 

収容

定員

入学

定員

第3年次

編入学 

定員 

収容

定員

入学 

定員 

第3年次

編入学 

定員 

収容

定員

平成26年度 97 0 315 30 0 169 30 0 138 622 

平成27年度 97 0 334 30 0 150 30 0 130 614 

平成28年度 97 0 361 30 0 135 30 0 125 621 

学部 学科 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

マネジメント学部 マネジメント学科 820 760 740 

芸術学部 情報デザイン学科 237 167 97 

環境デザイン学科 120 75 30 

美術学科 100 65 30 

造形芸術学科 177 354 531 

計 634 661 688 

教育学部 教育学科 220 350 480 

合計 1674 1771 1908 



13 

附 則(平成27年3月26日) 

1 この学則は、平成28年4月1日から施行する。 

2 第 3 条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成

28 年度から平成 30 年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

附 則(平成 27 年 5 月 28 日) 

(施行期日等) 

1 この学則は、平成 27 年 9 月 1 日から施行する。 

2 この学則による改正後の第 55 条の規定は、平成 28 年度入学生からの教育学部

教育充実費について適用する。 

附 則(平成28年3月24日) 

1 この学則は、平成28年4月1日から施行し、平成28年度入学生から適用する。 

附 則(平成29年2月23日) 

1 この学則は、平成30年4月1日から施行する。 

2 第 3 条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成

30 年度から平成 32 年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

附 則(平成30年2月22日) 

 この学則は、平成30年4月1日から施行する。 

附 則(平成 年 月 日) 

1 この学則は、平成31年4月1日から施行する。 

2 第3条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定にかかわらず、平成31年度から平成33

学部 学科 平成28年度 平成29年度 平成30年度

マネジメント学部 マネジメント学科 670 560 450 

スポーツマネジメント学科 90 180 270 

計 760 740 720 

芸術学部 情報デザイン学科 167 97 0 

環境デザイン学科 75 30 0 

美術学科 65 30 0 

造形芸術学科 354 531 708 

計 661 688 708 

教育学部 教育学科 350 480 500 

合計 1771 1908 1928 

学部 学科 平成30年度 平成31年度 平成32年度

マネジメント学部 マネジメント学科 431 322 302 

スポーツマネジメント学科 291 402 422 

国際観光ビジネス学科 60 120 182 

計 782 844 906 

芸術学部 造形芸術学科 709 710 710 

教育学部 
教育学科 

初等教育専攻 495 490 490 

中等教育専攻 60 120 180 

計 555 610 670 

合計 2046 2164 2286 
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年度まではそれぞれ次のとおりとする。 

別表(学則第43条第2項) 

取得できる教員免許状の種類 

学部 学科 平成31年度 平成32年度 平成33年度

マネジメント学部 マネジメント学科 322 302 282 

スポーツマネジメント学科 402 422 442 

国際観光ビジネス学科 120 182 244 

計 844 906 968 

芸術学部 造形芸術学科 723 736 749 

教育学部 
教育学科 

初等教育専攻 490 490 490 

中等教育専攻 120 180 240 

計 610 670 730 

合計 2177 2312 2447 

学部・学科 教育職員免許状の種類 免許教科 

マネジメント学部 

マネジメント学科 

中学校教諭一種免許状 社会 

高等学校教諭一種免許状 公民、商業 

芸術学部 

造形芸術学科 

中学校教諭一種免許状 美術 

高等学校教諭一種免許状 美術 

教育学部  

 教育学科 

初等教育専攻 
初等教育コース 

幼稚園教諭一種免許状  

小学校教諭一種免許状  

幼児教育コース 幼稚園教諭一種免許状  

中等教育専攻 

保健体育教育コース
中学校教諭一種免許状 保健体育 

高等学校教諭一種免許状 保健体育 

英語教育コース 
中学校教諭一種免許状 英語 

高等学校教諭一種免許状 英語 



学則の変更事項を記載した書類

①変更の事由

ア 社会からの人材需要や高校生の進学ニーズの高まりに応え、芸術学部造形芸術学科

における開講科目の充実と履修上の区分としてのコースの新設等を行い、時代に即

した芸術教育の体系を整えて、教育内容の一層の充実を図ることを目的として、芸

術学部造形芸術学科の入学定員を増やし、大阪成蹊大学の収容定員を変更する。

②変更点

 ア 造形芸術学科及び大学全体の入学定員及び収容定員を変更する。（第 3条 3項）
 イ 平成 33年度までの学年進行に伴う収容定員の推移について明示する。（附則）
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変更部分の新旧対照表

〈新〉 〈旧〉

(略)   (略)  

第 3条 本学に、次の学部、学科を置く。 第 3条 本学に、次の学部、学科を置く。

(略) (略) 

2 (略)  2 (略) 

3 前項の各学部に置く学科、入学定員、編入学定員及び収容定員

は、次のとおりとする。

 3 前項の各学部に置く学科、入学定員、編入学定員及び収容定員

は、次のとおりとする。

学部 学科
入学

定員

第 3年
次編入
学定員

収容

定員

マ ネ ジ
メ ン ト

学部

マネジメント
学科

70 1 282 

スポーツマネ

ジメント学科

110 1 442 

国際観光

ビジネス学科

60 2 244 

計 240 4 968 

芸術

学部

造形芸術学科 190 1 762 

教育
学部

教

育
学
科

初等教育
専攻

120 5 490 

中等教育
専攻

60 0 240 

計 180 5 730 

合計 610 10 2460 

学部 学科
入学
定員

第 3年
次編入
学定員

収容
定員

マネジ
メント
学部

マネジメント学
科

70 1 282 

スポーツ
マネジメント学

科

110 1 442 

国際観光
ビジネス学科

60 2 244 

計 240 4 968 

芸術
学部

造形芸術学科 177 1 710 

教育
学部

教
育
学

科

初等教育
専攻

120 5 490 

中等教育
専攻

60 0 240 

計 180 5 730 

合計 597 10 2408 

(略)   (略) 

附 則(平成 年 月 日) (新設) 

1 この学則は、平成 31年 4月 1日から施行する。

2 第 3 条に規定する各学部、学科の収容定員は、同条の規定にか

かわらず、平成 31年度から平成 33年度まではそれぞれ次のとお

りとする。

学部 学科 平成 31
年度

平成 32
年度

平成 33
年度

マネジ
メント

学部

マネジメント
学科

322 302 282 

スポーツマネ
ジメント学科

402 422 442 

国際観光

ビジネス学科

120 182 244 

計 844 906 968 
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芸術
学部

造形芸術学科 723 736 749 

教育
学部

教
育

学
科

初等教
育専攻

490 490 490 

中等教
育専攻

120 180 240 

計 610 670 730 

合計 2177 2312 2447 



学則の変更の趣旨等を記載した書類 目次

１．学則変更（収容定員変更）の内容                     …p.1 

２．学則変更（収容定員変更）の必要性                    …p.1 

３．学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容

（１）教育課程の変更内容                          …p.3 
（２）教育方法及び履修指導方法の変更内容                  …p.4 
（３）教員組織の変更内容                          …p.5 
（４）大学全体の施設・設備の変更内容                    …p.6 
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学則の変更の趣旨等を記載した書類

１．学則変更（収容定員変更）の内容

大阪成蹊大学は、学則第 3 条第 3 項に定める芸術学部造形芸術学科の入学定員及び収容
定員を、平成 31年度から下記のとおり変更する。なお、3年次編入学定員は現行のままと
する。また、その他の学部・学科の入学定員及び収容定員に変更はない。

２．学則変更（収容定員変更）の必要性

大阪成蹊大学（以下、「本学」という。）は、学校法人大阪成蹊学園の建学の精神である

「桃李不言下自成蹊（徳が高く、尊敬される人物のもとには徳を慕って人々が集まってく

るという意味）」に基づき、幅広く深い教養と総合的な判断力を備えた豊かな人間性を培う

とともに、深く専門の学芸を教授研究し、実践的な専門教育に重きを置く大学教育を施し、

実社会において知的、道徳的及び応用的能力を展開し得る人材の育成を目的としている。

なかでも芸術学部は、平成 15 年 4 月に京都府長岡京市に開設して以来、「芸術的教養や
芸術的表現能力を育成するとともに、専門領域を超えた幅広い視野と知識を持ち、社会の

要請を敏感に感じ取り社会との関わりにおいてその芸術的感性や表現能力を生かし、伝統

的な造形表現と未来を開く革新的な造形思考との往還の中に現代人の置かれたさまざまな

局面を捉え、未来的な展望のもとに個性豊かな表現の可能性を追求できるとともに、心豊

かな社会の実現に寄与することのできる人材の育成（大阪成蹊大学学則第 3条第 2項）」に
取り組んできた。平成 18年 4月には 3学科への改組、平成 24年 4月にはマネジメント学
部とのキャンパス統合に伴う大阪府大阪市東淀川区への移転、平成 27年 4月には旧美術学
科への名称変更等を経て、現在の芸術学部造形芸術学科に至る。

芸術学部造形芸術学科では、マンガ・デジタルアートコース、アニメーション・キャラ

クターデザインコース、ビジュアルデザインコース、イラストレーションコース、インテ

リア・プロダクトデザインコース、テキスタイル・ファッションデザインコース、美術コ

ース、表現教育コースの 8 つのコースで構成しており、社会の動向に即して芸術・デザイ
ン学の教育体系を整えている。

現在の入学定員 177人へと変更した平成 27年度入試以降の募集状況は次表のとおりであ
り、志願者数及び志願倍率を伸ばしつつ、安定して定員を充足している。

（新） （旧）

学部 学科 入学定員
第3年次

編入学定員
収容定員 学部 学科 入学定員

第3年次

編入学定員
収容定員

芸術学部 造形芸術学科 190人 1人 762人 芸術学部 造形芸術学科 177人 1人 710人
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さて、本学の校地校舎が位置する大阪府と大阪市では、大阪を新たな成長軌道に乗せる

ため、概ね平成 32年までの 10年間の成長目標を掲げて、およそ 3年から 5年の短期・中
期の具体的な取組み方向を明らかにするものとして、平成 22年より「大阪の成長戦略」を
策定している。社会経済情勢の変化に応じて、具体的な取組内容について適宜、追加修正

を行うなど、基本的な方向性を堅持しつつも、必要に応じ柔軟に見直しを図っていくもの

であり、これまでに 2度の改訂が図られている。平成 25年の改訂では、平成 23年に策定
された大阪市の大阪市経済成長戦略と、大阪府の大阪の成長戦略を「大阪の成長戦略」に

一本化することが図られた。そして、平成 28 年の改訂では、目標年次である平成 32 年の
大阪・関西の姿（将来像）を明示し、その実現に向けた重点的な課題とその解決に向けた

取組みを一層明確化するものとなった。これに合わせて、世界的な創造都市、国際エンタ

ーテイメント都市へ加速し、平成 32年へ向け大阪を世界にアピールするために、内外から
人、モノ、投資等を呼び込む「強い大阪」と世界に存在感を示す「大阪」の実現を目的と

して、「大阪都市魅力創造戦略 2020」が策定された。「観光・都市魅力」「文化」「スポーツ」
「国際化」の 4 つの分野ごとに、合わせて 10 の「目指すべき都市像」を設定し、「大阪全
体の都市魅力の発展・進化・発信」「文化・スポーツを活かした都市魅力の創出」「世界有

数の国際都市を目指した受入環境の整備」の 3 つの観点から、計画期間中に重点的に取り
組む施策を掲げたものである。「大阪全体の都市魅力の発展・進化・発信」での重点取組と

して、世界第一級の文化・観光拠点形成・発信（夢洲での IR を含む国際観光拠点形成等）
や、多様な観光資源の発掘・発信（国内外の人々を惹きつけるキラーコンテンツ創出等）

が、「文化・スポーツを活かした都市魅力の創出」での重点取組として、大阪の文化・食の

魅力発信（アートスポットの魅力創出・発信等）が挙げられている。このような状況の中

で、芸術文化を創造し、支える人材の育成・支援の充実（大阪の優れた文化事業を結集し、

国内外に発信するとともに、芸術文化の担い手（若手アーティスト、プロデューサー等）

を発掘、育成すること等）や、将来の社会の担い手となる青少年の育成（子どもや青少年

が、学校における授業や地域活動を通じて、優れた芸術文化に触れ、豊かな感性や創造性

大阪成蹊大学芸術学部造形芸術学科の募集状況（平成27年度～平成30年度）

（単位：人）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

入学定員 177 177 177 177

志願者数 218 225 270 270

志願倍率(倍) 1.23 1.27 1.52 1.52

受験者数 216 221 267 258

合格者数 206 207 225 219

入学者数 187 183 191 195

入学定員充足率(倍) 1.05 1.03 1.07 1.10
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を育む機会の充実等）は、喫緊の重要な課題である。

 また、近年では、世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市をめざす大阪に限ら

ず、日本の成長戦略においても見逃せない産業がある。日本のコンテンツ産業（映画、ア

ニメ、TV 番組、音楽、ゲーム等）の国内市場規模は 12 兆円であり、映像とゲームが半分
の 6 兆円を占めている。加えて海外のコンテンツ市場規模は今後アジアを中心に拡大し、
市場が 85兆円となる見込みである。ここで重要なのは、日本由来のコンテンツの売り上げ
は、約 141億ドルと海外市場規模全体の 2.5％を占め、分野ではマンガ、ゲーム、キャラク
ター、アニメの順に大きいことである。この状況を踏まえ、経済産業省は平成 26年より「ク
ールジャパン戦略」を掲げ、日本のコンテンツを、新興国等の海外需要を獲得し、日本の

経済成長（企業の活躍・雇用創出）につなげるために、①日本ブーム創出（日本の魅力の

効果的発信）、②現地で稼ぐ（現地で稼ぐためのプラットフォーム構築）、③日本で消費（日

本に呼び込み大きく消費を促す）の支援を講じている。以来、コンテンツの総合国際見本

市「Japan Content Showcase（映画・放送、音楽、アニメ等）」の出展者・招聘バイヤー
の推移および商談件数ともに平成 26 年度から平成 28 年度まで着実に増加しており、大き
な成果が見て取れる。

上記の、社会における人材要請の急速な高まりを鑑みて、ソフトウェア、特にゲームグ

ラフィックのデザインを中心として、業界で活躍できる人材、加えて、様々な実習を通し

てデザインスキルだけでなく、アートディレクション、チーム運営能力など、プロジェク

トで活躍できる人材を育成するゲーム・アプリケーションコース（履修学生数の想定：約

25 人）を新たな履修上の区分として設ける。併せて、現行の美術コース（履修学生数の想
定：約 15 人）および表現教育コース（履修学生数の想定：約 15 人）を統合し、美術・ア
ート表現コース（履修学生数の想定：約 25人）とする。

以上より、本学に対する高校生の進学ニーズの高まりと社会の人材需要に応え、新たな

コースの設置と、既存コースの再編を通して、教育内容の充実を図るとともに、増員可能

な専任教員数、教室等の施設・設備の状況からきめ細かい学生指導等を可能にするクラス

編成等を勘案して、教育研究環境の充実と質の担保を可能にする入学定員を設定するもの

として、入学定員を現行の 177人から 190人へと変更する。

３．学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容

（１）教育課程の変更内容

本学の教育課程は、学部・学科の別なく開講する「大学共通科目」と、学部・学科の専

門性に応じて開講する「専門科目」から構成される。このうち、「大学共通科目」には「共

通基礎科目」「教養科目」「キャリア支援科目」を配置しているが、今回の学則変更に伴う

開講科目の変更は生じない。
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芸術学部の「専門科目」には「学部共通専門科目」「学科（コース）別専門科目」を配置

している。このうち、「学部共通専門科目」では、今回の学則変更に伴う開講科目の変更は

生じない。「学科（コース）別専門科目」では、「ゲーム・アプリケーションコース」と「美

術・アート表現コース」に対応して、各々のコースの特色を活かした専門科目を新たに開

講する。「ゲーム・アプリケーションコース」では、コンピューターの使用方法や専門ソフ

トの修得を目的とした「造形芸術基礎実習科目」を 1・2年次に 2科目、専門分野の基礎知
識を修得するための「造形芸術概論科目」を 1 年次に 1 科目、より深い専門分野の知識を
修得し問題解決を図るための「造形芸術専門研究科目」を 2・3年次に 3科目、専門分野の
より深い技術を修得する「専門基幹科目」を 1・2・3・4年次 6科目、専門に対する幅広い
知識と実践的な技術を修得する「専門展開演習科目」を 1・2・3 年次に 7 科目、4 年間の
学びの集大成として専門分野を深く掘り下げ、卒業に向けて作品を制作する「卒業研究科

目」を 4 年次に 2 科目を新たに開講する。また、「美術・アート表現コース」では、「芸術
を社会に活かす」をコンセプトとするカリキュラムを充実するよう科目を開講する。画材

の使用方法や専門ソフトの修得を目的とした「造形芸術基礎実習科目」を 1・2年次に 3科
目、専門分野の基礎知識を修得するための「造形芸術概論科目」を 1 年次に 1 科目、より
深い専門分野の知識を修得し問題解決を図るための「造形芸術専門研究科目」を 2・3年次
に 3科目、専門分野のより深い技術を修得する「専門基幹科目」を 1・2・3・4年次に 6科
目、専門に対する幅広い知識と実践的な技術を修得する「専門展開演習科目」を 1・2・3
年次に 7科目、4年間の学びの集大成として専門分野を深く掘り下げ、卒業に向けて作品を
制作する「卒業研究科目」を 4年次に 2科目を新たに開講する。
以上のとおり、学部の別なく共通して学ぶこととなる「大学共通科目」において、今回

の学則変更に伴う開講科目の変更はなく、他学部等の学生の履修に大きな影響を与えるよ

うな教育課程の変更はない。また、芸術学部造形芸術学科の「専門科目」においても、人

材育成の目的に即し、また系統性に十分に配慮した教育課程を編成することで一層の充実

を図っており、教育課程にあっては、変更前の内容と比較して同等以上の内容を担保して

いる。

（２）教育方法及び履修指導方法の変更内容

本学の教育課程は、学部・学科の別なく開講する「大学共通科目」と、学部・学科の専

門性に応じて開講する「専門科目」から構成される。以下に、「大学共通科目」と、各学部・

学科の「専門科目」につき、変更内容を示す。

「大学共通科目」は「共通基礎科目」「教養科目」「キャリア支援科目」から構成される。

今回の学則変更に伴い、大学全体の入学定員は 13人増加することとなるが、こうした学生
数の増加に対しては、各科目で開講しているクラス規模における教育効果を勘案して、適

宜開講クラスを増設することで対応する。

まず、「共通基礎科目」で開講する科目では、各学部・学科別にクラス編成を行い授業を
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展開している。そのため、学則変更に伴う学生数の増加に対しては、クラス規模を維持し

たままで、各学部・学科別に開講クラスを増設して対応する。「キャリア支援科目」で開講

する科目も同様に、各学部・学科別にクラスを編成しているが、本学が特色とする「各学

部・学科に所属する学生が、全員で取り組む PBL型のキャリア科目」のような、開講クラ
スの増設が教育目的を損なう科目にあっては、開講クラスの増設ではなく、担当教員を増

員することで、教育効果を一層高めることとする。一方「教養科目」では、所属する学部・

学科の別なくクラスを編成して開講しているため、想定される履修者数に応じて開講クラ

スを増設することで対応する。

次に、芸術学部の「専門科目」は、「学部共通専門科目」「学科（コース）別専門科目」

から構成される。今回の学則変更に伴い、入学定員が 13人増加することとなる。こうした
学生数の増加に対しては、各科目で開講しているクラス規模における教育効果を勘案して、

適宜開講クラスを増設することで対応する。例えば、「学部共通専門科目」として 1年次に
開講される「造形初動演習」では、学部の専任教員がクラス担当となり、約 20人程度のク
ラス規模となるように開講する。また、「学科（コース）別専門科目」として 2年次以降に
開講される「専門演習 1～6」では、各学科の専任教員の専門分野及び、学生が選択する研
究テーマに応じて受講することとなるため、1ゼミ当たり 20人程度に調整を行った上で開
講する。これらの科目において、学修指導・支援、学生生活指導・支援、キャリア支援等、

授業担当教員がアドバイザー教員として日常的な支援を幅広く行うという基本的な考え方

を維持し、そのための開講クラス規模の維持が行えるよう専任教員を増員する。その他の

講義や演習を行う科目にあっても、適宜開講クラスの増設を基本として対応する。

また、履修指導は、入学時のオリエンテーションや各セメスター開始前の履修ガイダン

スにおいて、シラバス、履修ガイド等を用いて、履修モデルを例示しながら指導を行う。

他に、オフィスアワーを活用した履修相談や、基礎実習や専門演習などのゼミ指導のなか

での履修指導も適宜行うこととしており、こうした履修指導の方法についても、学則変更

後の変更は生じない。

以上より、収容定員の増加に対しては、開講クラスの増設を基本として対応するととも

に、丁寧な履修指導や教育指導を実現することとしており、教育方法にあっては、変更前

の内容と比較して同等以上の内容が担保されている。

（３）教員組織の変更内容

 今回の学則の変更に伴い、芸術学部造形芸術学科の入学定員が 13人増加することとなる。
こうした入学定員の増加に対しては、（２）に記載のとおり、開講クラスの増設により適宜

対応することを基本としている。以下に、大学全体と各学部・学科の教員組織につき、変

更内容を示す。

 平成 29 年度の大学全体の専任教員数は 83 人であるが、今回の学則変更に伴う専任教員
の増員を含めて、平成 31 年度の大学全体の専任教員数は 106 人となり、「大学共通科目」
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のうち、特に、学部・学科別のクラス編成や専任教員の担当を原則としている科目にあっ

ては、クラス規模を維持するための開講クラスの増設に対応できる。また、専任教員を配

置していない科目にあっては、増設するクラス数に応じて、非常勤教員の採用または、担

当コマ数の増加により、対応することとしている。

 次に、芸術学部造形芸術学科の専任教員数は、平成 29年度は教授 10人、准教授 14人、
講師 1人の合計 25人であるが、平成 31年度には、教授 12人、准教授 12人、講師 4人、
助教 2人の合計 30人となる予定である。
新たに履修上の区分として設けるゲーム・アプリケーションコースの科目は、ゲームを専門分

野として研究する准教授と、サウンドを専門分野として研究する教授の 2 人が主に担当する。
また現役のゲームクリエイターを客員教授として招聘し、外部との連携強化と実践的教育の充実

を図る。なお、基盤となる専門教育に関する科目や、既存コースの科目については、退職補充と

しての採用や、教員体制をより充実するための新規採用のほかに変更はなく、支障はない。

以上より、「大学共通科目」におけるクラス数の増設や、各学部・学科の「専門科目」に

おけるクラス数の増設、及び教育課程の変更内容に対応する専任教員を増員しており、教

員組織にあっては、変更前の内容と比較して、同等以上の内容を担保している。

（４）大学全体の施設・設備の変更内容

大学全体で使用する施設・設備においては、現在の講義室 19 室、演習室 34 室、実験実
習室 163室、情報処理学習施設 13室、語学学習施設 1室のうち、演習室 7室を研究室へと
転用し、新規に採用する専任教員に対して教育研究に必要な研究室を確保する。一方、平

成 31年 3月に完成の新棟では、新たに演習室 16室、語学学習施設 1室が確保できる。先
述のとおり、学生数の増加に対しては、開講クラスの増設により対応することを基本とし

ているが、収容定員の増加に伴うクラス数の増設にも、より効果的に対応できる。

また、VR機器の導入や、デジタルでアニメーションやイラストを描くための液晶タブレット
の導入、世界中でゲーム制作に用いられているソフト「Unreal Engine」の導入と、それに伴う
高性能パソコン 40台の導入等により、教育環境を一層充実する。

以上より、大学全体の施設・設備について変更はなく、変更前の内容と比較して、同等

以上の内容を担保している。
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学生の確保の見通し等を記載した書類

１．学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況

（１）学生の確保の見通し

①定員充足の見込み

芸術学部

大阪成蹊大学（以下、「本学」という。）は、学校法人大阪成蹊学園の建学の精神である「桃

李不言下自成蹊（徳が高く、尊敬される人物のもとには徳を慕って人々が集まってくるという

意味）」に基づき、「幅広く深い教養と総合的な判断力を備えた豊かな人間性を培うとともに、

深く専門の学芸を教授研究し、実践的な専門教育に重きを置く大学教育を施し、実社会におい

て知的、道徳的及び応用的能力を展開し得る人材の育成（大阪成蹊大学学則第 1 条）」を目的
としている。

こうした教育目的の下、芸術学部（以下、「本学部」という。）は、平成 15年 4月に京都府
長岡京市に開設して以来、「芸術的教養や芸術的表現能力を育成するとともに、専門領域を超

えた幅広い視野と知識を持ち、社会の要請を敏感に感じ取り社会との関わりにおいてその芸術

的感性や表現能力を生かし、伝統的な造形表現と未来を開く革新的な造形思考との往還の中に

現代人の置かれたさまざまな局面を捉え、未来的な展望のもとに個性豊かな表現の可能性を追

求できるとともに、心豊かな社会の実現に寄与することのできる人材の育成（大阪成蹊大学学

則第 3条第 2項）」に取り組んできた。平成 18年 4月には 3学科への改組、平成 24年 4月に
はマネジメント学部とのキャンパス統合に伴う大阪府大阪市東淀川区への移転、平成 27 年 4
月には旧美術学科の名称変更等を経て、現在の芸術学部造形芸術学科に至る。

芸術学部造形芸術学科では、マンガ・デジタルアートコース、アニメーション・キャラクタ

ーデザインコース、ビジュアルデザインコース、イラストレーションコース、インテリア・プ

ロダクトデザインコース、テキスタイル・ファッションデザインコース、美術コース、表現教

育コースの 8つのコースで構成しており、社会の動向に即して芸術・デザイン学の教育体系を
整えている。

現在の入学定員177人へと変更した平成27年度入試以降の募集状況は下表のとおりであり、
志願者数及び志願倍率を伸ばしつつ、安定して定員を充足している。

大阪成蹊大学芸術学部造形芸術学科の募集状況（平成27年度～平成30年度）
（単位：人）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

入学定員 177 177 177 177

志願者数 218 225 270 270

志願倍率(倍) 1.23 1.27 1.52 1.52

受験者数 216 221 267 258

合格者数 206 207 225 219

入学者数 187 183 191 195

入学定員充足率(倍) 1.05 1.03 1.07 1.10
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さて、本学の校地校舎が位置する大阪府と大阪市では、大阪を新たな成長軌道に乗せるため、

概ね平成 32年までの 10年間の成長目標を掲げて、およそ 3年から 5年の短期・中期の具体的
な取組み方向を明らかにするものとして、平成 22年より「大阪の成長戦略」を策定している。
社会経済情勢の変化に応じて、具体的な取組内容について適宜、追加修正を行うなど、基本的

な方向性を堅持しつつも、必要に応じ柔軟に見直しを図っていくものであり、これまでに 2度
の改訂が図られている。平成 25年の改訂では、平成 23年に策定された大阪市の「大阪市経済
成長戦略」と、大阪府の「大阪の成長戦略」を「大阪の成長戦略」に一本化することが図られ

た。そして、平成 28年の改訂では、目標年次である平成 32年の大阪・関西の姿（将来像）を
明示し、その実現に向けた重点的な課題とその解決に向けた取組みを一層明確化するものとな

った。これに合わせて、世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市へ加速し、2020 年
へ向け大阪を世界にアピールするために、内外から人、モノ、投資等を呼び込む「強い大阪」

と世界に存在感を示す「大阪」の実現を目的として、「大阪都市魅力創造戦略 2020」が策定さ
れた。「観光・都市魅力」「文化」「スポーツ」「国際化」の 4つの分野ごとに、合わせて 10の
「目指すべき都市像」を設定し、「大阪全体の都市魅力の発展・進化・発信」「文化・スポーツ

を活かした都市魅力の創出」「世界有数の国際都市を目指した受入環境の整備」の 3 つの観点
から、計画期間中に重点的に取り組む施策を掲げたものである。「大阪全体の都市魅力の発展・

進化・発信」における重点取組として、世界第一級の文化・観光拠点形成・発信（夢洲での IR
を含む国際観光拠点形成等）や、多様な観光資源の発掘・発信（国内外の人々を惹きつけるキ

ラーコンテンツ創出等）が示され、また「文化・スポーツを活かした都市魅力の創出」におけ

る重点取組として、大阪の文化・食の魅力発信（アートスポットの魅力創出・発信等）が示さ

れている。こうした成長戦略を掲げる中で、芸術文化を創造し、支える人材の育成・支援の充

実（大阪の優れた文化事業を結集し、国内外に発信するとともに、芸術文化の担い手（若手ア

ーティスト、プロデューサー等）を発掘、育成すること等）や、将来の社会の担い手となる青

少年の育成（子どもや青少年が、学校における授業や地域活動を通じて、優れた芸術文化に触

れ、豊かな感性や創造性を育む機会の充実等）は、喫緊の課題となっている（資料 1：大阪府・
大阪市「大阪都市魅力創造戦略 2020~世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市へ加速
~」（抜刷）参照）。
 また、近年では、世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市をめざす大阪に限らず、

日本の成長戦略においても見逃せない産業がある。経済産業省「コンテンツ産業政策について」

によれば、平成 27年の日本のコンテンツ産業（映画、アニメ、TV番組、音楽、ゲーム等）の
国内市場規模は 12 兆円であり、また、海外のコンテンツ市場規模は今後アジアを中心に拡大
し、平成 32年には市場が約 85兆円となる見込みであることが示されている。その中で、日本
由来のコンテンツの売り上げは約 141億ドルと海外市場規模全体の約 2.5％を占めており、分
野別に見れば、マンガが 26.9%、ゲームが 15.2%を占めている。こうした産業動向を踏まえ、
平成 26 年より経済産業省は「クールジャパン戦略」を掲げ、日本のコンテンツが新興国等の
海外需要を獲得し、日本の経済成長（企業の活躍・雇用創出）につなげることを目的に、戦略
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的海外展開のための対応として、①日本ブーム創出（日本の魅力の効果的発信）、②現地で稼

ぐ（現地で稼ぐためのプラットフォーム構築）、③日本で消費（日本に呼び込み大きく消費を

促す）の 3つの対応を推し進めている。以来、コンテンツの総合国際見本市「Japan Content 
Showcase（映画・放送（テレビ番組等）、音楽、アニメ等）」の出展者・招聘バイヤーの人数
および商談件数は平成 26年度から平成 28年度まで着実に増加しており、大きな成果が見て取
れる（資料 2：経済産業省商務情報政策局コンテンツ産業課「コンテンツ産業政策について」
参照）。

 上記の、社会における人材要請の急速な高まりを鑑みて、ソフトウェア、特にゲームグラフ

ィックのデザインを中心として学び、デザインスキル、アートディレクション、チーム運営能

力などを兼ね備えて、業界の将来を担うことのできる人材を育成するゲーム・アプリケーショ

ンコース（履修学生数の目安：約 25 人）を新たな履修区分として設ける。併せて、現行の美
術コース（履修学生数の目安：約 15人）および表現教育コース（履修学生数の目安：約 15人）
を統合し、美術・アート表現コース（履修学生数の目安：約 25人）とする。
以上より、本学に対する高校生の進学ニーズの高まりと社会の人材需要に応え、コースの充

実を通して教育内容の一層の充実を図るとともに、増員可能な専任教員数、教室等の施設・設

備の状況からきめ細かい学生指導等を可能にするクラス編成等を勘案して、教育研究環境の充

実と質の担保を可能にする入学定員を設定するものとして、入学定員を現行の 177人から 190
人へと変更する。

なお、入学定員は、以下に示すとおり客観的データに基づき算出したものであることから確

実に充足する見込みであり、大阪府の 18 歳人口の推移と本学科の志願傾向の推移予測が示す
よう、長期的かつ安定的に学生の確保を図ることができる見通しである。

②定員充足の根拠となる客観的なデータの概要

芸術学部

本学芸術学部造形芸術学科の 4ヵ年の学生募集状況は下表のとおりである。平成 27年度以
降、志願者数を増やしながら、安定的に入学者を確保している。

大阪成蹊大学芸術学部造形芸術学科の募集状況（平成27年度～平成30年度）
（単位：人）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

入学定員 177 177 177 177

志願者数 218 225 270 270

志願倍率(倍) 1.23 1.27 1.52 1.52

受験者数 216 221 267 258

合格者数 206 207 225 219

入学者数 187 183 191 195

入学定員充足率(倍) 1.05 1.03 1.07 1.10
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 次に、全国的な進学状況について確認する。日本私立学校振興・共済事業団の「私立大学・

短期大学等入学志願動向」（平成 24 年～29 年度版）によると、全国の私立大学の志願者数は
下図のとおりであり、過去 6ヵ年で経年的に増加し、約 70万人の増加があることが分かる。

日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」（平成 24年～29年度版）より作成

また、本学への受験生の出身地の大半を占める大阪府、京都府の私立大学における平成 24
年度から平成 29 年度までの志願者数は、下図のとおり経年的に増加しており、地域的に見て
も大学への進学希望の高まりが確認される。

日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」（平成 24年～29年度版）より作成

さらに、全国の私立大学における、本学部と同系統の学部である芸術学系の学部の志願倍率

は次図のとおり推移しており、平成 24年度から平成 29年度まで、多少の増減はあるものの、
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一定の志願倍率を保ちつつ、漸次的に上昇している。

日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」（平成 24年～29年度版）より作成

次に、本学の所在地である大阪府における 18 歳人口の推移を確認する。リクルート進学総
研「【都道府県別：近畿】18 歳人口・進学率・残留率の推移 2017 年」によれば、大阪府にお
いて平成 30年度入学者募集の対象となる平成 29年度の 18歳人口は 83,780人、平成 40年度
入試の対象となる平成 39年度の 18歳人口は 72,718人と見込まれている（資料 3：リクルー
ト進学総研「18歳人口予測（全体：近畿：2017～2028年）」参照）。平成 29年度の 18歳人口
83,780人のうち約 0.32％にあたる 270人が本学部への志願者であるが、人口に対する志願率
を基に単純に算出すると、平成 40年度入試では 233人の志願者数が推計される。これに、近
年志願者数が増加傾向にあることや今後も教育内容の充実を図っていくことを鑑みると、より

長期的かつ安定的な入学者の確保が見込まれる。さらに、一般社団法人全国高等学校 PTA 連
合会・株式会社リクルートマーケティングパートナーズ合同調査「第 8 回 高校生と保護者の
進路に関する意識調査 2017」において、高校生が将来就きたい職業として、「画家・イラスト
レーター・アニメーター・CGデザイナー・芸術・ゲーム関連」は、全体では 12位であった。
また、2009年に実施した第 4回調査以降、「ゲーム関係」「グラフィックデザーナー・CGデザ
イナー」は常に 20 位以内に上がっている。このことからも、本学部の学びに対する高校生の
進学ニーズの安定性が見て取れる。

さらに本学部では、併設の大阪成蹊女子高等学校から多くの内部進学者が入学している。平

成 26年度は 36人、平成 27年度は 43人、平成 28年度は 32人、平成 29年度は 39人と毎年
30人以上が入学している。また、平成 30年度入学者募集の対象学年における、併設高校から
本学部への進学希望者を明らかにする内部進学調査を実施した結果、33 人の内部進学希望者
が確認できた。これは、後述するように、併設高校から本学への内部進学を強化する学園方針

に基づく施策の実施による成果であり、今後ともこうした施策を継続していくことから、本学
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全国私立大学の芸術系学部における志願倍率の推移
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部への併設高校からの内部進学者は、平成 30年度以降も一定数を見込めるものと考える。
さらに、併設高校においては、平成 27 年度まで普通科に美術・イラストアニメーションコ
ースを設けていたが、平成 28 年度からは、新たに美術科を立上げて、美術の専科として定員
を設定している。その結果、併設高校の入学者数の推移は下表の通りとなっており、平成 27
年度以前と比較すると、平成 28 年度以降、より安定して入学者を確保している。以上のこと
からも、併設高校から本学部への内部進学者を、平成 31 年度以降も安定して確保できるもの
と考える。

次に競合校の状況について確認する。本学では毎年、新入生に対してアンケート調査を実施

しているが、そのなかで、本学以外の大学のオープンキャンパスへの参加状況を明らかにして

いる。平成 29 年度の芸術学部の新入生アンケート調査によって得られた、本学以外の大学の
オープンキャンパスへの参加状況は下表のとおりである。10 校のうち京都橘大学および追手
門学院大学を除く 8校が芸術分野の学部・学科を設置しており、大阪府、京都府、兵庫県と本
学所在地に近接する都道府県の大学であることがわかる。

併設高校の入学者数の推移（平成25年度～平成29年度）

（単位：人）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

キャリア特進 15 28 26 55 42

キャリア進学 189 210 199 282 235

美術・イラスト・アニメーション 78 79 63 - -

幼児教育 119 179 124 191 147

スポーツ 29 32 33 42 27

美術科 アート・イラスト・アニメーション - - - 119 98

普通科

科・コース

（単位：人）

順位 学校名 参加者数 所在地 最寄り駅

1 大阪芸術大学 47 大阪府 喜志駅

2 京都造形芸術大学 11 京都府 芥山駅

3 大手前大学 10 兵庫県 夙川駅

4 京都精華大学 9 京都府 京都精華大前駅

4 京都橘大学 9 京都府 椥辻駅

6 追手門学院大学 7 大阪府 茨木駅

6 神戸芸術工科大学 7 兵庫県 学園都市駅

8 近畿大学 5 大阪府 長瀬駅

9 成安造形大学 4 滋賀県 堅田駅

9 嵯峨美術大学 4 京都府 車折神社駅

平成29年度大阪成蹊大学芸術学部新入生アンケート調査
オープンキャンパス参加校　上位10校
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これら 8校の芸術分野の学部・学科の平成 29年度入試の募集状況は下表のとおりである。
競合する 8 校の 12 学部・学科のうち、9 の学部・学科で定員を充足しているほか、定員を充
足していない 3の学部・学科においても、志願者数が一定程度確保されている。また、8校の
合計では、定員 4,190人に対して志願者数が 23,325人、志願倍率が 5.56倍、入学者数 4,559
人、入学定員充足率が 1.08 倍となっており、本学部の競合校においても募集状況が安定して
いることが分かる。

以上、本学部の直近の募集状況の推移、全国及び大阪府の私立大学や全国の私立大学同系統

学部である芸術系学部の志願倍率の推移、大阪府の 18歳人口の推移に伴う平成 40年度の志願
倍率の予測、併設高校の入学者数及び内部進学者数の推移、近隣等競合校の募集状況等を鑑み、

芸術学部造形芸術学科の入学定員 190人を長期的かつ安定的に充足できると考える。 

（２）学生確保に向けた具体的な取組状況

本学園では平成 22 年度から新理事長が就任し、経営陣を刷新するとともに、学園の諸改革
に着手した。特に、学生募集については、組織の整備（募集本部、入試企画部、入試広報部、

入試事務部、広報部の設置）、陣容強化（担当理事制、本部長職、2部長制の導入）、募集要員
の増員、教職協働組織の立上げ（理事長、学長をはじめ、教職員幹部が全員参加する募集強化

対策会議を月一回の定例開催）等募集業務全般の見直しを行った。その結果として、本学及び

併設の大学、短期大学の入学定員及び、志願者数、入学者数は次表のとおり推移しており、各

種改革の成果が着実に上がっている。

競合大学における平成29年度の募集状況
（単位：人）

大学名 学部名 入学定員 志願者数 志願倍率（倍） 入学者数 入学定員充足率（倍）

成安造形大学 芸術学部 200 555 2.77 263 1.31

京都造形芸術大学 芸術学部（※1） 732 3,077 4.81 927 1.26

嵯峨美術大学 芸術学部（※2） 120 422 3.92 178 1.48

マンガ学部 232 339 2.22 237 1.02

デザイン学部 208 511 2.52 209 1.00

ポピュラーカルチャー学部 118 88 0.75 55 0.46

芸術学部 240 278 1.20 109 0.45

文芸学部 芸術学科 115 1,277 11.10 114 0.99

文芸学部 文化デザイン学科 80 2,120 26.50 80 1.00

大阪芸術大学 芸術学部 1,245 2,931 2.15 1,455 1.16

神戸芸術工科大学 芸術工学部 400 698 1.90 409 1.02

大手前大学 メディア・芸術学部 180 479 2.60 182 1.01

4,190 23,325 5.56 4,559 1.08

（※1　通信教育課程及び大学院を除く）

（※2　短期大学部及び大学院を除く）

各大学ホームページ公表数値より作成

京都精華大学

合計

近畿大学
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また、併設高校から本学部への内部進学の強化を重点課題として取上げ、高大連携の一層の

促進、教員間の交流の促進等にも積極的に取り組んでおり、先述のとおり平成 25年度以降は、
毎年 30人以上が併設高校から本学部へ進学している。

  上記は、以下の学生確保に向けた各取組の成果であると考えている。

① 高校訪問

 前述の通り、組織の整備や担当役員の配置及び募集要員の増員等さらに教職協働組織の立上

げ等により、近隣高校への訪問を強化した。高校訪問は、教員、職員が単独或いは、同道して

行い、訪問高校数や訪問回数を増やすことができ、学部の学びや進路等の説明をより詳細に行

うことで、高校の本学に対する理解を深めることにつながった。

② オープンキャンパス

 本学では、毎年 3月から 12月まで合計 12回のオープンキャンパスを実施して、高校生の本
学に対する理解度を深めている。毎回コースごとに工夫をこらし、模擬授業等様々なイベント

を実施している。また、大学の施設設備等を知る機会としてキャンパスツアーを実施したり、

受験に際しての学習のポイント等を解説したり、多様な受験機会を活用できるように入試説明

会を開催する等している。

③ 進学相談会

 毎年 3月から翌年 2月にかけて実施される広告代理店等の企画する会場での進学相談会に参
加しており、平成 30年度入学者募集では 106会場に参加した。大阪、京都、兵庫を中心に奈
良、和歌山或いは中国・四国地方等近畿圏以外の入学実績のある地域にも参加して受験生獲得

をめざしている。

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学の入学定員・志願者数・入学者数の推移

（単位：人）

大学名 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

入学定員 350 350 350 457 477 477 477 597

志願者数 283 457 430 904 893 1,343 1,686 2,084

入学者数 196 327 338 533 497 511 517 660

入学定員 270 280 280 280 280 360 360 360

志願者数 777 664 727 887 922 739 657 756

入学者数 330 310 359 351 350 368 374 413

入学定員 690 690 690 660 660 760 760 760

志願者数 748 838 861 1,003 989 904 1,178 1,021

入学者数 602 691 720 743 696 744 803 763

入学定員 1,310 1,320 1,320 1,397 1,417 1,597 1,597 1,717

志願者数 1,808 1,959 2,018 2,794 2,804 2,986 3,521 3,861

入学者数 1,128 1,328 1,417 1,627 1,543 1,623 1,694 1,836

合計

大阪成蹊大学

びわこ成蹊

スポーツ大学

大阪成蹊短期大学
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④ 学校内入試説明会

 高校内で開催される入試説明会へも積極的に参加している。高校から本学へ直接要望してく

る場合と広告代理店が企画する場合があり、平成 30年度入学者募集では 311校の高校での入
試説明会に参加した。

⑤ 高校教員対象入試説明会

 高校の進路指導担当教員を本学に招き、高校生への指導の一助となるよう、入試全般の説明

や学校見学会を実施し、本学への理解を深めていただく機会を、毎年設けている。

⑥ インターネット等広報ツール

 地域を選ばず、不特定多数への広報が可能なインターネットは、最近では重要な広報ツール

となっている。本学においても広報企画本部を設置して、専一の職員によるきめ細かな管理を

行い、高校生や保護者、高校教員等へのタイムリーな情報等の発信に務めている。高校生の 7
割がスマートフォンから学校情報の閲覧を行っている状況を踏まえ、平成 28年度 7月に大阪
成蹊大学、学校法人大阪成蹊学園のホームページをスマートフォン対応に切り替えるとともに、

教育トピックスを即時に発信できる仕組みに変更し、本学に興味を持つ高校生や保護者等に適

切かつスピーディーに必要な情報を提供できるようにした。

 また、大学案内を作成し、高校進路指導部への送付やオープンキャンパス、進学相談会等に

おいて高校生に配布している。さらに、受験関連企業等が発行する受験情報誌も積極的に活用

し、受験者獲得を図っている。

⑦ マスメディアの広報

 本学では、マスメディアを活用した広報にも積極的に取り組んでいる。平成 30 年度入学者
募集においては、毎日テレビ、関西テレビ等でのテレビ CMの放映や、朝日新聞、スポーツニ
ッポン等全国紙を活用した広報も年間を通じて行っている。

⑧ 併設高校生及び教員対象説明会

   併設校の生徒及び教員の本学への理解を深めるため、それぞれに説明会を実施している。特

に、生徒に対しては、ミニオープンキャンパスの形式で、本学部造形芸術学科の各コースの模

擬授業等を行い、本学部への進学意欲向上へとつなげている。また、本学部の専門性を生かし

た講座を、併設高校生向けに開講する等により、高大連携の一層の強化を図っている。高校教

員に対しても本学科各コースの説明会を実施して理解を深める取り組みを行い、内部進学者の

確保を図っている。

以上の通り、様々な機会や媒体を活用して高校生、保護者、高校教員等の本学への理解を深

める取り組みを行っており、次年度以降も一層精力的に広報活動等の学生確保に向けた具体的

取り組みを展開する予定である。
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２．人材需要の動向等社会の要請

（１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要）

芸術学部

大阪成蹊大学芸術学部では、芸術的教養や芸術的表現能力を育成するとともに、専門領域を

超えた幅広い視野と知識を持ち、社会の要請を敏感に感じ取り社会との関わりにおいてその芸

術的感性や表現能力を生かし、伝統的な造形表現と未来を開く革新的な造形思考との往還の中

に現代人の置かれたさまざまな局面を捉え、未来的な展望のもとに個性豊かな表現の可能性を

追求できるとともに、心豊かな社会の実現に寄与することのできる人材を養成する。すなわち、

芸術教育をとおして成熟した人格形成を達成し、自己のもつ想像力や感性を磨くことで、独創

的な発想や表現ができる創造力を育て、加えて芸術をとおして多様な価値観を享受する力を身

につけ、社会における人間同士のコミュニケーション能力を高めることで、学園の掲げる行動

指針である「忠恕」にかなう、誠実で思いやりのある人間形成を目指し、さらに芸術による社

会貢献を目標に掲げて、より実り豊かな未来を実現すべく活躍できる「人間力」を備えた人材

を育成する。

（２）上記（１）が社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な

根拠

①社会的な人材需要の動向

 平成 29 年版の文化庁「文化芸術関連データ集」によれば、我が国における文化や芸術に対
する国民的な関心の高さ、心豊かな社会の実現における芸術の重要性が読み取れる。

内閣府「社会意識に関する世論調査」（平成 29年 1月）によれば、「あなたは、日本の国や
国民について、誇りに思うことはどんなことですか」という設問に対して、「すぐれた文化や

芸術」と答えた者の割合が 51.1%となり、「治安のよさ（58.7%）」「美しい自然（56.1%）」
に次ぎ、3番目の高さであった。また、内閣府「文化に対する世論調査」では、平成 21年 11
月の調査で「子どもの文化芸術体験について重要だと思いますか」という設問に対して、「重

要である」と答えた者の割合が 93.1%、「あなたは，日常生活の中で，優れた文化芸術体験を
したり，自ら文化芸術活動を行ったりすることについて，どのように思いますか」という設問

に対して、「非常に大切だ」または「ある程度大切だ」と答えた者の割合が 88.5%と非常に高
かった。一方、住んでいる地域の文化的環境の満足度には課題がある。平成 28年 9月に実施
された内閣府による同様の調査では、「あなたは，文化芸術を鑑賞したり習い事をしたりする

機会や文化財・伝統的まちなみの保存・整備など，お住まいの地域での文化的な環境に満足し

ていますか」という設問に対して、「満足している」または「どちらかといえば満足している」

と回答した者の割合は 53.6%に留まった。そして、地域の文化的環境の充実に必要な事項を問
う設問「あなたは，お住まいの地域の文化的な環境を充実させるために，何が必要だと思いま

すか」に対する回答状況は、「子どもが文化芸術に親しむ機会の充実（40.5%）」「地域の芸能や
祭りなどの継承・保存（36.8%）」「ホール・劇場，美術館・博物館などの文化施設の充実（28.1%）」



11 

「歴史的な建物や遺跡などを活かしたまちづくりの推進（24.9%）」「公演，展覧会，芸術祭な
どの文化事業の充実（19.8%）」「ワークショップなどを通じて地域在住の芸術家と直接接する
機会の充実（14.3%）」「著名な芸術家を招へい（12.0%）」の順に高い。こうした回答状況から
分かるのは、文化芸術に対する市民の要求が非常に強いものであるにも関わらず、文化的環境

の充実においては様々に課題が認識されており、その解決を図ることのできる文化芸術の専門

性を備えた人材の活躍が期待されるということである。

平成 27年 5月には文化審議会答申を受け、政府は「文化芸術の振興に関する基本的な方針
―文化芸術資源で未来をつくる―（第 4次基本方針）」を策定した（資料 4：「文化芸術の振興
に関する基本的な方針―文化芸術資源で未来をつくる―（第 4次基本方針）ポイント」参照）。
平成 32年度までの取組みを見通して策定されたこの基本方針は、「我が国が目指す文化芸術立
国の姿」を明示するものであり、「あらゆる人々が全国様々な場で創作活動への参加、鑑賞体

験ができる機会の提供」「2020 年東京大会を契機とする文化プログラムの全国展開」「被災地
からは復興の姿を、地域の文化芸術の魅力と一体となり国内外へ発信」「文化芸術関係の新た

な雇用や産業が現在よりも大幅に創出」を掲げた。なお、その成果目標・成果指標には、先に

確認した「日本の誇りとして『文化芸術』を挙げる国民の割合」や「地域の文化的環境に対し

て満足する国民の割合」が含まれる。

そして、同基本方針では文化芸術振興に関する重点施策として、「文化芸術活動に対する効

果的な支援」「文化芸術活動を創造し、支える人材の充実及び子供や若者を対象とした文化芸

術振興策の充実」「文化芸術の次世代への確実な継承、地域振興等への活用」「国内外の文化的

多様性や相互理解の促進」「文化芸術振興のための体制の整備」の 5 つの重点戦略が掲げられ
た。成熟社会に適合した新たな社会モデルの構築に向けて文化芸術振興施策を一層展開し、地

域コミュニティの衰退、文化芸術の担い手不足、地域の文化芸術を支える基盤の脆弱化等に対

する波及効果をもたらすことを期待している。文化芸術の人材動向に関連する取組みとしては、

「国内外の芸術家を積極的に地域へ受入れる取組への支援」「雇用の増大を念頭に置き、文化

芸術活動や施設の運営を支える専門人材育成・活用」「学校における芸術教育の充実」などが

挙げられる。文化芸術振興に関する「基本的施策」のうち、「芸術家等の養成及び確保等」で

は、「多様で優れた文化芸術を継承し、発展させ、創造していくためには、その担い手として

優秀な人材を得ることが不可欠」であり、「幅広い人材の養成及び確保、資質向上のための研

修を充実させ、文化芸術活動を担う人材」の育成を図ることや「文化芸術団体、劇場、音楽堂

等、教育機関等の関係機関が連携し、計画的・継続的な人材」の育成を促進すること、「芸術

系大学等や有する教員や教育研究機能、施設・資料等、様々な資源を活用して、アートマネジ

メント人材の育成を図るとともに、大学等の教育機関や国立の文化施設等における文化芸術に

係る教育及び研究」の充実を図ること、「芸術家等がその能力を向上させ、十分に発揮し、自

らの職業や活動に安心して安全に取り組めるよう、芸術家等の活動環境等に関する諸条件の整

備や、社会的な役割に関する理解の促進、社会的、経済的及び文化的地位の向上に努める」こ

とが示された。文化芸術に関わる人材の育成が強く求められているとともに、芸術系学部の果

たす役割はこれまで以上に重要となってくる。また基本方針に求められる文化芸術に関わる人
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材像は、文化芸術の社会的便益（外部性）、たとえば「国家への威信付与」「地域への愛着の深

化」「周辺ビジネスへの波及効果」「将来世代のために継承すべき価値」といったものと、子供・

若者や、高齢者、障がい者、在留外国人等にも社会参加をひらく社会包摂の機能を深く理解し、

表現活動を通してその実現を担うことのできる人材であることが読み取れる。

 翌平成 28年には、文化芸術を活用した産業の活性化を含む「日本再興戦略 2016―第 4次産
業革命に向けて―」が閣議決定され、クールジャパン戦略の推進にも資するコンテンツ産業の

更なる活性化と新たな産業の創出を促進する等の「コンテンツを軸とした、新たな技術・手法

を用いた文化発信・市場拡大戦略」、企業経営におけるデザインの活用方法の普及・啓発や地

域に根差した文化価値を再認識し経済価値へと変換するデザイナー等の支援等「デザインを用

いた戦略的な文化の潜在力発揮」が掲げられた。また平成 29年「未来投資戦略 2017―Society 
5.0 の実現に向けた改革―」でも、文化芸術資源の活用の更なる促進に向けた体制・制度の整
備や文化芸術資源を核とした地域活性化・ブランド力向上、コンテンツを軸とした文化芸術産

業の強化を掲げた。同年 12月には、文化芸術産業の経済規模（文化 GDP）及び文化芸術資源
の活用による経済波及効果を拡大することを目的とする「文化経済戦略」が内閣官房、文化庁

により策定され、文化芸術を活用した産業の活性化とその推進を担う文化芸術人材の育成は、

国家的政策として強固に推し進められている（資料 5：文化庁「文化芸術資源を活用した経済
活性化（文化 GDPの拡大）」（抜刷）も参考）。
上記のほか、ゲーム・アプリケーションに関する人材の社会的需要に関して付言する。経済

産業省商務情報政策局コンテンツ産業課の発表資料「コンテンツ産業政策について」によると、

平成 27年の日本のコンテンツ産業の市場規模は約 12兆円であり、近年ではほぼ横ばいで推移
している（再掲：資料 2参照）。なかでも、ゲーム市場は平成 27年には 1.7兆円の市場規模を
持つ。また、世界のコンテンツ市場では今後アジアを中心に規模が拡大し、平成 32 年には、
約 85兆円となる見込みであり、日本由来のコンテンツの売上は約 141億米ドルと海外市場規
模全体の 2.5％を占め、そのシェアは、マンガ、ゲーム、キャラクター、アニメの順に大きい。
こうした中、我が国ではクールジャパン戦略を掲げ、アニメ、ドラマ、音楽等のコンテンツや

衣・食・住をはじめ、日本の文化やライフスタイルの魅力を付加価値に変え、旺盛な海外需要

を獲得し、日本の経済成長につなげるべく、①日本ブーム創出（日本の魅力の効果的発信）、

②現地で稼ぐ（現地で稼ぐためのプラットフォーム構築）、③日本で消費（日本に呼び込み大

きく消費を促す）の 3つの対応を推し進めている。ローカライズ・プロモーション支援による
海外売上、新規海外展開事業者の増加、「Japan Content Showcase」の出展者・招聘バイヤー
の推移および商談件数の増加、「コ・フェスタ」の安定的な動員数、成約金額等を鑑みると、

着実に成果を上げていることが分かる。こうしたなか、先に見た通り、「日本再興戦略 2016―
第 4次産業革命に向けてー」ではクールジャパン戦略の推進にも資するコンテンツ産業の更な
る活性化と世界に誇るマンガ・アニメ・ゲーム等のメディア芸術分野におけるクリエイターや

プロデューサー等の人材育成、「未来投資戦略 2017―Society 5.0の実現に向けた改革―」では
コンテンツ産業やマンガ・アニメ・ゲーム等メディア芸術分野の国内外への発信機能の強化に

よるブランドの創出と新たな市場の開拓が掲げられることとなる。
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以上、本学部では、文化芸術に携わる者として、「個性豊かな表現の可能性を追究」するに

留まらず、「社会との関わりにおいてその芸術的感性や表現能力を生かし」「未来的な展望」を

持って「心豊かな社会の実現への寄与」を果たすことのできる人材育成をめざしており、我が

国の成熟社会における成長の源泉としての様々な社会的便益や社会的包摂の役割を果たしな

がら、国家、地域の産業の活性化を担う人材としての社会的な需要に応えるものであると考え

る。

②地域的な人材需要の動向

 本学の所在する大阪府では、大阪府市文化振興会議の答申等を踏まえ、平成 28年 11月、平
成 28年度から平成 32年度までを計画期間とする「第 4次大阪府文化振興計画」を策定してい
る。この計画では「芸術文化の担い手や劇場、ホール等の発表の場が少ないこと等によってマ

ーケットが小さくなり、文化への寄付も減少傾向となるなど、厳しい状況にあり」、「人材の発

掘や育成、発表の場の確保等を通じて、マーケットの拡大を図るとともに、文化振興に対する

意識の醸成により、府民や企業からの寄附につなげるなど、みんなで大阪の文化を支え、育て

ていく好循環を作り出していくこと」、「教育、福祉、まちづくり等、人や地域が抱える諸課題

の改善や解決にあたって、文化の有する力を積極的に活用するなど、これまで以上により広範

な分野において、文化が果たす役割への期待」に応えることを重要な課題として示す。その上

で、「大阪が誇る文化力を活用した魅力あふれる都市」「あらゆる人々が文化を通じていきいき

と活動できる都市」「あらゆる人々が文化を享受できる都市」である「文化自由都市、大阪」

の実現をめざして、「文化創造の基盤づくり」「都市のための文化」「社会のための文化」の 3
つの基本方向に 9分野の施策を位置づけた。とりわけ、「文化創造の基盤づくり」では、「芸術
文化を創造し、支える人材の育成・支援の充実」「将来の社会の担い手となる青少年の育成」「芸

術文化拠点の充実と府民意識の醸成等」においては、芸術文化の担い手、若手アーティストの

発掘・育成と、地域における優れた芸術文化の醸成により、子どもや青少年、府民が豊かな感

性や創造性を養うことをめざしており、表現活動を通じた社会貢献を実現できる人材が求めら

れている（資料 6：大阪府「第 4次大阪府文化振興計画」（抜刷）参照）。
 こうした社会的な側面からの人材需要のみならず、経済的な側面からの人材需要もまた非常

に高い。大阪府と大阪市では、大阪を新たな成長軌道に乗せるため、概ね平成 32年までの 10
年間の成長目標を掲げて、およそ 3年から 5年の短期・中期の具体的な取組み方向を明らかに
するものとして、平成 22 年より「大阪の成長戦略」を策定している。社会経済情勢の変化に
応じて、具体的な取組内容について適宜、追加修正を行うなど、基本的な方向性を堅持しつつ

も、必要に応じ柔軟に見直しを図っていくものであり、これまでに2度の改訂が図られている。
平成 25年の改訂では、平成 23年に策定された大阪市の大阪市経済成長戦略と、大阪府の大阪
の成長戦略を「大阪の成長戦略」に一本化することが図られた。そして、平成 28 年の改訂で
は、目標年次である平成 32 年の大阪・関西の姿（将来像）を明示し、その実現に向けた重点
的な課題とその解決に向けた取組みを一層明確化するものとなった。「成長に向けた課題、施

策展開の方向性」として「内外の集客力強化」「人材力強化・活躍の場づくり」「強みを生かす
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産業・技術の強化」「アジア活力の取り込み強化・物流人流インフラの活用」「都市の再生」を

「成長のための 5つの源泉」と位置づけた。特に、国際ハブ化する関西国際空港、阪神港を拠
点としたグローバル市場への挑戦と観光関連産業の活性化により、外需を稼ぎ内需を生み出し

ながら、大阪府・大阪市を「価値創造都市」及び「中継都市」とすることが、成長戦略のなか

でも特に重要なテーマとなっている（資料 7：大阪府・大阪市「大阪の成長戦略（2016 年 12
月版）」（抜刷）参照）。我が国全体を見ても、平成 27年度末には訪日外国人が 2,000万人を突
破し、経済発展の著しいアジア諸国の台頭、平成 32 年の東京オリンピック・パラリンピック
といった国家的イベントの開催決定等を勘案し、訪日外国人受け入れ目標は 4,000万人に上方
修正されることとなった。大阪においても、こうした訪日外国人の増加に伴い経済の活性化を

いかに図るかが重要となる。

 とりわけ、文化芸術の分野においては、「これまで国家資源としての活用が不十分であった、

世界に冠たる先端技術・インフラ技術や映像・ゲームをはじめとするクリエイティブ産業など

の海外展開を強力に推進することにより、新たな市場を開拓する」ことを方向性として明示し、

クリエイティブ産業等の競争力向上、輸出・海外展開の促進をめざすこととしている。また、

「大都市圏の特性を活かしたクリエイティブ産業などの都市型サービス事業などの強化」とし

て、「幅広く厚みのある産業を支える対事業所向けビジネス支援サービスなど都市型サービス

産業の強化（クリエイティブ産業の育成支援、協業を通じた付加価値の高い製品・サービスの

創出支援等）」、「ハイエンドなものづくりの推進」として「デザイン・イノベーションによる

高付加価値化した製品・サービスの創出」をめざすこととされている。

 また時期を同じくして、世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市へ加速し、平成 32
年へ向け大阪を世界にアピールするために、内外から人、モノ、投資等を呼び込む「強い大阪」

と世界に存在感を示す「大阪」の実現を目的として、「大阪都市魅力創造戦略 2020」が策定さ
れた。「観光・都市魅力」「文化」「スポーツ」「国際化」の 4つの分野ごとに、合わせて 10の
「目指すべき都市像」を設定し、「大阪全体の都市魅力の発展・進化・発信」「文化・スポーツ

を活かした都市魅力の創出」「世界有数の国際都市を目指した受入環境の整備」の 3 つの観点
から、計画期間中に重点的に取り組む施策を掲げたものである。「大阪全体の都市魅力の発展・

進化・発信」での重点取組として、世界第一級の文化・観光拠点形成・発信（夢洲での IR を
含む国際観光拠点形成等）や多様な観光資源の発掘・発信（国内外の人々を惹きつけるキラー

コンテンツ創出等）が、「文化・スポーツを活かした都市魅力の創出」での重点取組として、

大阪の文化・食の魅力発信（アートスポットの魅力創出・発信等）がそれぞれ挙げられている

（再掲：資料 1参照）。  
以上のように、本学部の育成する文化芸術を担う人材のニーズは、社会的な側面からも経済

的な側面からも、先に見た社会的な人材需要の動向と同様に本学の位置する地域社会において

も極めて高い。

次に、大阪成蹊大学全体及び本学部における過去 4ヵ年の就職率、就職希望率は次表の通り
推移している。本学部卒業生の就職率は、平成 26 年度卒業生 98.5％（全国平均 96.7％）、平
成 27年度卒業生 98.0％（全国平均 97.3％）、平成 28年度卒業生 98.2％（全国平均 97.6％）、



15 

平成 29 年度卒業生 98.1%となり、厚生労働省が毎年公表する全国の大学平均と比しても高い
数値で推移している。また同就職希望率は、平成 26年度卒業生 89.0%（全国平均 72.7%）、平
成 27年度卒業生 87.5%（全国平均 74.0%）、平成 28年度卒業生 88.2%（全国平均 74.7%）、平
成 29年度卒業生 89.1%となり、非常に高い水準を維持していると言える。

また、本学部では、株式会社カプコン、株式会社モノリスソフトをはじめとするゲーム等ク

リエイティブ系企業への就職実績があり、ゲーム・アプリケーション等のクリエイティブ産業

は、既に本学部で育成している芸術人材が社会からの需要に応えつつある分野であることが分

かる。さらに、平成 31年度からは、現在スマートフォンゲーム「Fate/Grand Order」等を開
発するディライトワークス株式会社との間に連携協定を締結し、ゲーム制作分野の現場ノウハ

ウと教育カリキュラムの連携、様々な産学連携プログラムの実施や情報交換を通じた知的・人

的な交流により、新たな若手クリエイターの育成とゲーム制作分野の更なる発展・拡大をめざ

すこととしている（資料 8「ディライトワークス株式会社と学校法人大阪成蹊学園との連携協
力に関する協定書（案）」参照）。

こうした就職実績の背景には、就職活動支援に際しての本学部教員や職員によるきめ細かな

サポートはもとより、アクティブラーニング型授業の展開により確かな専門性を育みながら、

企業や自治体と連携した PBL（課題解決型授業）により他者との協働を通じた芸術表現による
社会課題の解決を繰り返してきたことによる社会人基礎力の高さに対する地域社会からの評

価がある。

以上より、本学部の育成する人材は、地域的な人材需要においてもまた十分に応えるもので

あると言える。

大阪成蹊大学全体及び本学芸術学部における就職率、就職希望率の推移（平成26年度～平成29年度）
（単位：%）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

大学全体 97.5 98.2 98.2 97.5

芸術学部 98.5 98.0 98.2 98.1

全国平均
（大学）

96.7 97.3 97.6 91.2

大学全体 85.0 86.8 88.0 91.7

芸術学部 89.0 87.5 88.2 89.1

全国平均
（大学）

72.7 74.0 74.7 77.9

表内の全国平均は、平成28年度までの数値は厚生労働省「大学等卒業者の就職状況（各翌年度4月1日現在）」、平成29年度の数値は厚生労働省「大学等卒業予定者就職内定状況（各年度2月1日現在）」による

就職率

就職希望率
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ディライトワークス株式会社と学校法人大阪成蹊学園との連携協力に関する協定書（案）

ディライトワークス株式会社（以下「甲」という）と学校法人大阪成蹊学園（以下「乙」という）

は、ゲーム制作分野における連携の協力推進のため、以下の通り協定する。

（目的）

第１条 甲と乙は、相互に協力して、甲の持つゲーム制作分野の現場ノウハウと乙の教育カリキュ

ラムを連携させることにより、新たな若手クリエイターの育成、また、甲乙ともに、産学連携プロ

グラムの実施や情報交換等を通じた知的・人的な交流を図り、事業の発展に向けた協力を行うもの

とする。

（協力事項）

第２条 甲と乙は、前条の目的を達成するため、次の事項について必要な連携を実施する。

（１）甲と乙の協力による、産学連携プログラムの実施

（２）乙の実施する特別講義や講演、イベント等での、甲の講師提供

（３）最先端の学修環境導入等の技術相談

（４）クリエイター育成のための教育教材等の共同開発

（５）学生のインターンシップに関わる協力

（６）甲と乙相互の広報活動への協力と素材提供・使用許諾

（７）その他甲及び乙が合意した事項

（期間）

第３条 協定期間は、締結日から平成31年3月31日までとする。但し、甲又は乙から相手方に対
し，期間満了の１ヶ月前までに書面にて更新しない旨の申し出を行わない限り、更に 1年間（4月
1日から翌年3月31日まで）自動的に更新され有効に存続するものとする。

（実施体制）

第４条 甲及び乙は、第２条の活動を推進するため互いに連携窓口を設置するものとする。

（連携の中止等）

第５条 甲及び乙は、やむを得ない事由により連携期間の変更、あるいは連携内容の変更を実施す

る場合は、甲及び乙で協議し、決定するものとする。また、甲及び乙のいずれかが、自らの意思に

より連携の中止を行う場合は、中止をする日の３か月前までに他方にその旨の申し出を実施するこ

とにより、連携の中止し、本協定の解除を行うことができるものとする。なお、本協定を解除する

場合にも第８条（秘密の保持）は、継続するものとする。

（費用負担）

第６条 第２条に定める事項の実施に関し、甲及び乙それぞれにおいて発生した費用については、

原則としてそれぞれが自ら負担するものとする。費用の支払い請求が必要な事態が生じた際は、甲

及び乙で協議の上、別途覚書を取り交わすものとする。

（損害のために必要な経費）

第７条 乙の責めにより、連携する中で発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む）のために生

じた必要経費は、乙が負担するものとする。また、それらの損害が甲の責めに帰する事由の場合に
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あたっては、甲が負担するものとする。ただし、甲乙どちらの責めに帰することもできない損害に

ついては、甲及び乙で協議の上、取り扱いを決定するものとする。

（秘密の保持）

第８条  甲及び乙は、第２条の協力事項により相手方から提出された情報を、相手方の事前の承諾

なく第三者に提供、開示若しくは漏洩してはならない。また、第 1 条に掲げる以外の目的に利用し

てはならない。 

２．申及び乙は、第３条に定める有効期間の満了又は第５条による解徐により効力を失った後 

も、前項に定める秘密保持の責務を負うものとする。 

（権利、義務の譲渡禁止）

第９条 甲および乙は、この覚書によって生じる権利または義務を第三者に譲渡、または、承継し

てはならない。ただし、書面により相手方の承諾を得たときには、この限りではない。

（第三者の権利）

第１０条 甲および乙は、連携の実施にあたり、第三者が有する商標権、意匠権、その他の権利を

侵害してはならない。

（成果の取り扱い）

第１１条 この連携により、発明、考案、意匠、著作物等の技術的成果が生じた場合、その成果は甲

乙双方に帰属する。また、甲乙ともに、得られた成果を改変するときには、事前に書面をもって相

手方に変更する旨の報告を行い、相手方による承諾を必要とする。

（協定書外の事項）

第１２条 この協定書に定めない事項について、これを定める必要があるときは、乙及び甲で協議の

うえ、定めるものとする。

この協定書の締結を証するため、本協定書を２通作成し、甲および乙がそれぞれ１通を保管するも

のとする。

平成  年  月  日

甲：東京都目黒区青葉台３丁目６番２８号

  ディライトワークス株式会社

  代表取締役社長

乙：大阪府大阪市東淀川区相川３丁目１０番６２号

学校法人 大阪成蹊学園

 理事長・総長



フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

― 学長
武蔵野
ムサシノ

　實
マコト

＜平成27年4月＞

理学博士
大阪成蹊大学

学長
(平成27年4月～31年3月)

現　職
（就任年月）

別記様式第３号（その１）

教 員 名 簿
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学位等
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